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ご あ い さ つ

新しくなった編集幹事団
─編集委員会のこれまでとこれから─

A Renewed Editorial Board : The Past and Future of the Editorial Board

論文誌編集委員長 岩 本 貢

1．は じ め に

筆者は2022年度から2年間，基礎・境界サブソサイエ
ティの和文論文誌編集委員長を仰せつかりました．お話を頂
いたときに，2023 年度から和文論文誌 A（以下，JA 誌）
と英文論文誌 A（以下，EA誌）の編集委員会幹事団を統合
する可能性がある，とのお話があり，実際に 2023 年度は
和英両論文誌の編集委員長を拝命することとなりました．本
稿では，JA誌・EA誌の編集委員会幹事団の統合を通して，
新しくなりつつある編集委員会の現在と今後を概観したいと
思います(注1)．

2．幹事団体制と任期

これまでの JA/EA誌幹事団はそれぞれ委員長と幹事の2
名体制で，任期は 2年でした．各幹事団の任期は 1年ずつ
オーバーラップしており，和英共通で取り組む課題など，情
報共有を行いながら引き継がれてきました．筆者は2022，
23年度の JA誌編集委員長を拝命しましたので，従来どお
りだと 2023 年度に EA 誌の幹事団が新たに結成されて 4
名で編集作業を行う予定でした．
しかし，最初の1年で編集委員会の様子を把握した後に，

残された 1年の任期ではいろいろなアクションが起こしに
くいという問題がありました．これを改善するため新しい編
集幹事団では，委員長・幹事に加えて副委員長・副幹事を置
き，合計として 3 年間，編集幹事団をご担当頂くことにな
りました．具体的には，副委員長と副幹事の任期が 1 年，
その後に委員長と幹事としての任期 2年の合計 3年をお勤
め頂くことになります．
結果として，筆者を委員長，電気通信大学の渡邉洋平先生

を幹事とし，奈良先端科学技術大学院大学の岡田実先生と京
都大学の林和則先生をそれぞれ副委員長，副幹事にお迎えし
て，2023 年度の新幹事団が結成されました．岡田先生と

林先生が 2024，25 年度の委員長及び幹事をお務めにな
る予定です．

3．これまでの編集方針

編集幹事団の体制変更に伴い，編集委員会における JA/
EA 論文誌の編集体制も見直しをすることになりました．こ
れまでは両論文誌の編集活動をそれぞれの幹事団がサポート
する形でしたので，システムが多少異なっていても問題はな
く，むしろそれによってそれぞれの論文誌の良さを発揮でき
るようなデザインになっていたと考えられます．しかし，幹
事団の統合に伴って全ての情報が幹事団に集約されることに
なりました．そこで，それぞれの編集方法の良い点を残しつ
つ，リニューアルしていく点が重要な課題となりました．以
下にこれまでの編集方針について，JA/EA 誌で共通する
点，異なる点に注意しつつ，大事なところを整理してみたい
と思います．
3.1 論文割り当て
JA/EA に共通するのは論文割り当てです．投稿された論

文は著者の自己申請による論文分野に従って分野担当幹事に
割り当てられ，分野担当幹事から専門の近い編集委員に担当
が依頼されます．分野担当幹事は JA/EA 誌に投稿されるこ
との多い，6 分野（分野 A：情報セキュリティ，分野 B：
回路とシステム分野，分野C：信号処理 I 分野=ディジタル
信号処理・アナログ信号処理，分野 D：信号処理 II 分野=

画像・視覚，分野 E：信号と通信理論分野，分野 F：情報理
論・符号理論分野）からなっています．分野担当幹事への割
り振りが難しい論文は編集幹事から編集委員に直接，論文割
り当てが行われます．論文なら 2名以上，レターなら 1名
以上の査読委員の査読レポートをもとに，編集委員が判定報
告書を作成します．
3.2 査読判定報告
JA 誌と EA 誌の大きな違いは，判定の決定方法にありま

す．EA 誌は Associate Editor（AE）制をとっており，
JA 誌は編集委員会における合議（メール審議）で判定を
行っています．その結果，英文誌の査読報告書はAEの名前
で，JA誌の査読報告書は編集委員会名義で著者に送られま
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(注 1)：なお，統合されたのは編集委員会の和英幹事団だけであり，JA誌編集
委員会及びEA誌編集委員会は別々に存在することになっています．



す．
AE制は多くの論文誌で採用されている方式ですが，各編

集委員が論文の査読者依頼から査読結果の判定に責任を負う
査読方式です．編集委員は編集委員会を通さず判定を全て自
身で行い，事務局確認を経て著者に通知されます．編集幹事
団は事務局と協力しながら論文査読が一定期間内に適切に行
われているか，といったスケジュール管理を中心にした作業
が主要な役割を担うことになります．
これに対して，JA誌は上記のとおり合議制で判定を確定

します．JA誌のメール審議は通常1週間ですが，全ての論
文に対して審議を行うと時間がかかってしまいますので，例
えば 2 人の査読者の判定が一致し，編集委員がその判定を
支持する場合など，議論の余地のない場合は幹事団の確認で
メール審議を自動化します（ただし，不採録の判定は全て合
議します）．また，不採録の場合には必ず明確な理由を書く
ことや，条件付採録の場合に修正の指示が明確であるか，と
いったことは幹事が中心となってチェックし，必要に応じて
編集委員に査読報告の修正依頼が行われます．このような丁
寧な査読報告書の作成をするためには，幹事団・編集委員会
で相互確認を行う合議制が適していると考えられます．もち
ろん，これは投稿本数の比較的少ない JA誌であるからでき
ることです．また，日本語で査読報告が書かれる JA誌にお
いては，査読コメントの微妙なニュアンスがトラブルの原因
になる例が見られます．そのようなトラブルが起きやすい環
境下で編集委員個人の責任の下で判定が成されることには些
かの不安があります．これらの事情が相俟って，JA誌では
合議制が現在まで残ってきたものと考えられます．
3.3 小 特 集
JA/EA ではそれぞれ個性的な小特集が組まれています．

小特集の企画提案では小特集リエゾンの編集委員から幹事団
に企画案が提案され，必要な内容が揃っていることを幹事団
（主に編集幹事）が確認し，開催時期が近ければ編集委員会
で，そうでなければ編集幹事よりメール審議で企画について
審議します．ここまでは同じ流れなのですが，通常論文と同
様に，判定方法が JA/EAで異なっています．
JA 誌の企画提案では，第 1 回判定及び第 2 回判定それ

ぞれにおいて，小特集編集委員会で各レター・各論文の判定
を行った後，事務局経由で幹事団に最終確認の依頼があり，
主に編集幹事が各判定を確認します．必要に応じて修正を依
頼し，問題なければその旨を事務局に伝えて，著者に判定が
通知され，同時に編集委員会にて最終的な報告がなされま
す．
一方で，EA誌の小特集の判定は，基本的に小特集内で決

定され，幹事団を通さずに著者に判定が通知されます．編集
委員会にて最終的な報告が行われる点は同じです．
以上のような判定方法の違いは，やはり JA誌に特有の事

情があると思われます．例えば，JA誌の方が日本語ならで
はの企画が多く，判定の論理的な記述が英語に比べて難しい

ため，複数の視点で見た方が公平で分かりやすい査読になる
といった点や，EA に比べて新しい企画が多いことなどか
ら，普段の JA/EA の査読規準が小特集で遵守されているか
確認したい，といった理由があったと想像されます．

4．新しい編集方針

前節でご説明したとおり，一般論文にせよ小特集の論文に
せよ，JA誌の編集の方が EA誌よりも論文1本，特集号1
回に対して，幹事団が深くコミットしていることが分かりま
す．
JA/EA 幹事団統合にあたっての課題は，これまで編集作

業にあたっていた JA/EA 幹事団 4名が実質 2名に減って
しまうという点です．もちろん，副幹事団が参加するときに
は幹事団は 4名になりますが，副幹事団を終えた翌年は 2
名になってしまいます．それに加えて，JA/EA の両査読報
告書が同時にメールで届くことになり，この量はかなりのも
のになります．JA誌小特集の査読判定を幹事が再確認する
ことも非常に手間がかかります．
そこで，従前の JA/EA 誌の編集の良いところを残しつ

つ，両誌の編集体制を近いものにしていく，具体的には JA
誌の編集方法をEA誌に近い形にする必要があると考えまし
た．その結果，JA誌の編集方法に対して以下のような変更
を加えることになりました．以下の変更は2024年 1月以
降に運用を始めようと考えています．
4.1 JA誌へのAE制の導入
まずは JA誌の AE制への移行です．従来の合議制（に自

動判定などを加えた方法）を AE 制に移行することにより，
編集委員及び幹事団の判定手続きが統一され，JA/EA 誌の
編集情報が全て幹事団に届いても，編集幹事の負担・見落と
しが軽減されることが期待できます．
一方で，JA 誌が AE 制に移行することには幾つかの懸念

事項があります．既に述べたとおり，JA誌へ論文を投稿す
る著者は日本人であることが多く，判定や採録条件などの明
瞭さや言葉遣いに対して，できるだけ気を遣った方が望まし
いと考えられます．EAに比べその辺りを理由とした異議申
し立てが起こりやすいことは既に述べたとおりです．この点
を踏まえ，AE制への移行に当たって，移行後の一定期間は
（上記の懸念事項について様子を見るため），編集委員からの
判定報告書を確認できる期間をEA誌よりも多めに確保しま
す（数日程度）．確認期間を経て特に問題がなければ，事務
局から著者に判定を通知することにしました．
4.2 JA誌小特集の独立
既に述べたとおり，論文 1 本あたり，あるいは小特集 1

回あたりで比較すると，EA誌に比べて JA誌の編集に幹事
団がより深くコミットしてきました．幹事団で判定結果を最
終確認することで判定や査読報告の精度が上がることは事実
ですが，このような編集方針は，継続的でない企画などにお
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いて，査読コメントが JA/EA のポリシーに準拠していない
場合がある，という懸念から来ているものと思われます．そ
こで，従来の編集方針の重要性は認識しつつ，全ての小特集
について同じ方針で対応すべきか，検討の余地があると考え
ました．その結果，次のような方針で，一定期間継続した小
特集は JA誌も EA誌と同様に判定案や査読報告書は各小特
集編集委員会に一任することにしました．
まず，企画提案の段階でその企画の継続期間がどれくらい

であるかを確認します．継続されている企画ではEA誌の小
特集と同様に，小特集編集委員会で各レター・各論文の判定
を行い，（幹事団を通さずに）著者に判定が通知され，編集
委員会にて最終的な報告がなされます．
一方で継続期間が短いと思われる企画では，企画提案の際

に幹事団で議論を行い，小特集編集委員会に判定を一任する
か，幹事団で最終確認を行うかを決定します．前者の場合は
「継続されている企画」と同様の扱いとし，以降の企画提案
時においては継続されている企画とみなします．後者の場合
は第 1回判定及び第 2回判定それぞれにおいて，小特集編
集委員会で各レター・各論文の判定を行った後，リエゾンの
編集委員がリエゾンの所属する分野編集幹事と合議の上，各
判定を確認します．問題なければその旨を事務局に伝え，そ
の後，著者に判定が通知されます．

5．お わ り に

JA/EA 誌の編集幹事団の統合にあわせて，編集方法の統
一を行っている現状を報告しました．基本的には JA誌の編
集方法を EA誌に近づけようとしていますが，JA誌のこれ
までの編集方針の良いところを踏襲しつつ，編集活動もス
ムーズに行う方法を模索し始めたところです．これらの作業
を通して，論文誌編集の難しさや，過去の編集幹事団の先生
方がどのように工夫をされてきたのか，一部想像も交えなが
らいろいろと学ぶことができたことは大きな収穫であったと
感じます．
現在議論している編集方針が最終形態になるとは思ってお

らず，編集活動を進めながらいろいろな工夫がまだまだ必要
だと考えています．本稿で説明した新しい編集方法は
2024 年 1月から始まります．編集委員会・著者の皆様か
らの様々なご意見を頂きながら，今後より良いものにして頂
くことを希望します．また，小文をお読みになった読者が編
集委員会の活動を知って頂く機会になれば大変うれしく思い
ます．
残念ながら現在の論文誌はいろいろな課題を抱えていま

す．例えば投稿数の減少は JA/EA 共通の悩みです．特に
JA誌の掲載論文数の減少は厳しいものがあり，2024年 1
月から，隔月刊行を予定しています．投稿数や impact fac-
tor の向上については近年の編集委員会の課題となってお
り，例えば文献(1)～(4)といった最近の JA/EA 誌編集委

員長のご挨拶からも，そのご努力とご苦労を読み取ることが
できます．その結果，採録論文の早期公開や J-STAGE で
のオープンアクセス化，招待論文や解説論文の充実など，
様々な工夫が実施されています．本稿では編集幹事団の組織
変更が主な内容となりましたが，論文誌を盛り上げる観点で
もできる範囲でお手伝いできればと考えているところです．
皆様にも積極的なご投稿，査読等編集活動へのご協力をお願
いいたします．
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解 説 論 文

スマートフォンによる情報共有と
災害時への応用

を目指して──緊急救命避難支援システム（ERESS）の実現を目指して─
Information Sharing by Smartphones and Its Application in Disaster :

System（ERESS）Aiming at the Realization of an Emergency Rescue Evacuation Support System（ERESS）

和田友孝 Tomotaka WADA

アブストラクト 火災などの局所的災害発生時にその周辺で災害発生場所や通行不可能な通路などの情報をリアルタイム
に知ることは難しい．そのため，被災者は災害の発生に気付かず逃げ遅れて重症を負った場合には，命を失う可能性
が高い．この問題を解決するために，我々は緊急救命避難支援システム（ERESS）を提案し，研究開発を行ってい
る．本システムはスマートフォンのセンサ情報をアドホックネットワークにより収集することで，災害を早期に自動
検知し，必要な情報を被災者に提供して避難支援を行うシステムである．本システムの概要とこれまで行ってきた研
究結果の一例について紹介する．

キーワード 局所災害，スマートフォン，アドホックネットワーク，混雑把握，緊急救命避難支援システム
Abstract When a local disaster such as a fire occurs, it is difficult to know, in real time, the location of the disaster and information

on road closures in the surrounding area. If disaster evacuees are not aware of the occurrence of a disaster and are seriously

injured owing to evacuation delay, there is a high possibility that they will lose their lives. To solve this problem, we have

proposed and are conducting research and development on the Emergency Rescue Evacuation Support System（ERESS). This
system automatically detects disasters at an early stage by collecting sensor information from smartphones through an ad hoc

network and provides necessary information to evacuees and evacuation support. We will introduce an overview of this system

and examples of the research results we have conducted so far.

Key words Local disaster, Smartphone, Ad hoc network, Congestion recognition, Emergency Rescue Evacuation Support System

1．は じ め に

日本をはじめ世界各地で様々な災害が発生している．地震
はこれまでに多くの犠牲者を出してきた．更に火災や爆破テ
ロなど，人為的な災害も近年増加している．火災やテロなど
の災害が建物内において発生した場合，災害発生場所や通行
不可能な通路などの情報をリアルタイムに知ることは難し
い．このため，被災者は災害の発生に気付かず逃げ遅れて重
症を負った場合には，命を失う可能性が高い．このような災
害時には，リアルタイムに災害状況を認識し，被災者の避難
を支援するシステムが必要となる．
そこで，災害を迅速に検知し避難誘導を行うシステムがあ
る．代表的なシステムとして，携帯電話などの通信手段を用
いたシステムやセンサネットワークがある(1), (2)．前者の例
としてスマ保災害時ナビがある(3)．これは GPS機能を使っ
て現在地情報を取得し，現在地から避難所までのルートを表

示する避難支援システムである．しかし，情報取得はサーバ
に依存しているため，災害時にサーバが破損した場合には情
報を取得できない．また，災害発生直後にはサーバへのアク
セスが集中するため，情報の取得に時間を要する．
一方，センサネットワークは複数のセンサとサーバによっ

て構成されるシステムである(4), (5)．設置するセンサは，温
度，煙，ガスなどを感知するセンサであり，各センサが取得
したデータをサーバで管理する．取得したデータより災害発
生の検知を行い，検知後は建物内にいる被災者にサイレンな
どで通知する．しかし，このシステムはセンサが設置されて
いる場所のみの利用に限られる．また，センサやサーバが災
害により損傷した場合，システムが機能しなくなるという問
題がある．
そこで，これらの問題点を解決するために，我々は緊急救

命避難支援システム（ERESS : Emergency Rescue Evacua-

tion Support System）の開発を行っている(6)～(8)．ERESSは
携帯端末のセンサ情報をアドホックネットワークにより収集
することで，災害を早期に自動検知し，リアルタイム性の高
い情報を被災者に提供して避難支援を行うシステムである．
本解説では，緊急救命避難支援システムのこれまでの開発に
ついて概要を説明する．
本論文の構成として，ERESSの研究概要をまず説明する．
次に，このシステムを実現するために必要な要素技術につい
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て述べる．その後，我々がこれまでに行ってきたコンピュー
タシミュレーションと実証実験について述べ，その結果につ
いて紹介する．

2．緊急救命避難支援システム（ERESS）

本システムの目的と特徴及び ERESSの動作について述べ
る．図 1に ERESSのコンセプトを示す．センサネットワー
クを用いた災害情報システムなどを必要とせず，ERESS端
末を保持する被災者の避難行動により災害を即時に検知す
る．ここで ERESS端末とは，スマートフォンに ERESSの
アプリケーションをインストールした端末のことを指す．
ERESS端末間のアドホック通信を利用して瞬時に情報共有
を可能とする．以下に ERESSの主な特徴を示す．
・災害発生から 1分以内に必要な情報を端末保持者に提供
する．
・各端末保持者に対して適切な避難誘導が可能．
・携帯端末と屋内位置情報システムのみを利用するため，
屋内の様々な環境で動作可能．
・局所的災害であれば災害の種類（火災・テロ・地震な
ど）に関係なく利用可能．
上記の特徴より，災害発生時に ERESS端末保持者は災害
発生場所，避難経路などの重要な災害情報を取得できる．

ERESSを実現するための五つの機能について，それぞれ
以下に述べる．
（ 1） アドホックネットワークを用いた情報の交換・共有

（機能 1）
機能 1 は，災害時にリアルタイムな避難支援情報を

ERESS端末保持者へ迅速に提供するためにある．避難支援
情報とは，災害発生場所や危険箇所，避難する被災者により
混雑している通路の情報など，被災者の生死に関わる必要な
情報である．災害時において，被災者に避難支援情報を提供
するには様々な環境・状況・場所においても ERESSシステ
ムが利用できなければならない．そのために ERESSでは固
定的な通信インフラ（基地局など）に依存せず，ローカルな
ネットワークを構築できるアドホックネットワークを用い
る．ERESS端末間でアドホックネットワークを構築するこ
とにより，災害時にリアルタイムな避難支援情報を ERESS

端末保持者に提供できる．もしネットワークを構成する端末
の一部でも通信インフラに接続できる状況であれば，外部と
の通信を行えるためにより有効である．
（ 2） ERESS端末保持者の行動分析（機能 2）
機能 2は災害発生検知において必要となる，ERESS端末
保持者の非常状態の取得が目的である．非常状態とは，災害
に遭遇した被災者がとる可能性の高い行動とする．例えば，
急な加速及び方向転換などの非日常的な行動である．
ERESS端末は，加速度・角速度・地磁気などのセンサを用
いて，常に端末保持者の行動をセンシングする．そのセンシ
ングデータを分析することにより端末保持者の行動を把握で
きる．
（ 3） 災害発生検知（機能 3）
機能 3では，機能 2において取得した ERESS端末保持者

の非常状態を用いて災害発生の検知を目的としている．ここ
では，1人の ERESS端末保持者の非常状態から災害発生検
知を行うと，予期せぬ行動（バーゲンセールで急に駆け出
す，電車に飛び乗るなど）により災害が発生していない場合
にも誤って災害発生と判定する恐れがある．そこで，誤った
災害発生検知を低減するため，複数の端末情報を用いる．
ERESS端末は周囲の ERESS端末の行動分析の結果を収集・
分析する．分析の結果，災害が発生していないと判定した場
合，機能 4へは移行せずに機能 1に戻り機能 3までを定期的
に繰り返す．災害を検知した場合には機能 4へ移行する．
（ 4） 避難経路探索（機能 4）
機能 4では，ERESS端末が取得・分析した情報を用いて，

各 ERESS端末保持者に向けて災害による危険性が低く出口
まで迅速に避難できる適切な経路を提供する．災害発生を検
知後，ERESS端末保持者の位置，災害発生地点，被災者で
混雑している通路を特定する．その情報を用いて各 ERESS

端末保持者に適した避難経路を探索する．このとき，災害の
状況や被災者の位置，使用可能な経路や出口はリアルタイム
に変化する．これらの情報を ERESS端末保持者の移動経路
などから割り出し，その情報をもとにリアルタイムに避難経
路を更新する．その結果，常に信頼性の高い避難経路を提供
できる．
（ 5） 避難経路の表示・誘導（機能 5）
機能 5では，機能 4で探索した避難経路を ERESS端末保

持者に提示し，安全な出口まで正確に誘導を行う．避難経路
は ERESS端末のディスプレイに避難すべき方向を表示し，
また端末スピーカからの音声で端末保持者に通知することに
より，適切に避難誘導を行う．災害時の避難誘導は余裕のな
い状況であるため，より直感的で分かりやすい避難誘導シス
テムが求められる．
次の 3章では，機能 4の有効性を評価するために，コン
ピュータシミュレーションによる災害模擬実験について説明
する．また 4章では，機能 3から 5についての有効性を評価
するために，キャンパス内フロアを利用した災害模擬実験に
ついて説明を行う．
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3．コンピュータシミュレーションによる災害模擬実験

機能 4に相当する避難経路探索に焦点を当てて，従来の方
式と新たに提案している方式(9), (10)について述べる．提案方
式として，三つの方式を説明し，それらの比較評価を行う．

3.1 避難経路探索の概要

ERESS端末は端末間でお互いに交換した情報をもとに適
切な避難経路を探索し，端末保持者に対して迅速な避難支援
を行う．避難経路探索はダイクストラ法を用いて通路コスト
が最小となる経路を選択する．避難経路探索は以下の三つの
ステップから構成される．
Step 1：通路コストの算出
通路コストをある通路を通過するのにかかる時間と定義す
る．通路コスト Cは通路距離 D（m）と予測歩行速度 v

（m/s）を用いて
C=Dv (1)
と表される．
通路コストを通路の混雑具合によって変化する各通路の予
測通過時間から求める．したがって，通路コストから避難経
路を動的に変更することができる．
Step 2：燃焼ガスの拡散予測

ERESS端末は火災による燃焼ガスとの遭遇を避け，通路
密度の低い経路を探索する．通路密度とは，単位面積当たり
の人の存在数を示す．その結果，安全かつ短時間で避難可能
な経路を検出できる．ある地点への燃焼ガスの予測到達時間
と人の予測到達時間を求めて比較する．その結果「火災の予
測到達時間＜人の予測到達時間」となる地点の通路コストを
無限大，つまり通行不可となるように設定し，ダイクストラ
法により避難経路を探索する．
Step 3：ダイクストラ法による最短経路探索
各通路の通路コストを算出した後に，ERESS端末はダイ
クストラ法により現在位置から出口までの通路コストの合計
値を算出する．通路コストの合計値が最小となる経路が最短
時間で避難できる経路であり，この経路を避難経路として選
択する．

3.2 通路コストによる避難経路の更新
（ERUR）

ERUR（Evacuation Route Update algorithm based on

Real-time data）では，被災者が実際に通路を移動するのに
要した時間を通路コストとして用いる．それによって通路の
状況の変化に応じてリアルタイムに通路コストを変更し，迅
速な避難支援が可能となる．次の 5ステップから構成され
る．
Step 1：災害発生直後に ERESS端末は出口までの通路コス
トが最小となる経路を探索する．

Step 2：端末保持者が通路を通過した際，ERESS端末は実
際の通路通過時間を保持する．

Step 3：ERESS端末は，周囲の ERESS端末に実際の通路通
過時間をブロードキャストする．

Step 4：実際の通路通過時間を取得した ERESS端末は，そ
れをもとに通路コストを修正する．

Step 5：Step 4で修正した通路コストを用いて，ダイクスト
ラ法により避難経路を再探索する．
以降，Step 2～5を繰り返し，避難経路をリアルタイムに
更新する．図 2に概要図を示す．

3.3 動的分散手法（DMM）

DMM（Dynamic Distribute Method）では，ある通路が混
雑して通路密度が一定値以上になったとき，避難経路を分散
する．これにより通路密度の増加を防ぎ，混雑を回避する．
次の 5ステップから構成される．
Step 1：災害発生直後，ERESS端末は出口までの通路コス
トが最小となる経路を探索する．

Step 2：通行中の通路の通路密度がしきい値 d（人/m2）以
上のとき，ERESS端末は通路密度を周囲にブロードキャ
ストする．

Step 3：ブロードキャスト情報を受信した端末のうち，しき
い値 d以上の通路を利用する端末は，端末保持者が高齢
者の場合は最短経路を選択し，若年者の場合は最短経路以
外のより短い迂回路を探索する．

Step 4：迂回路による出口到達時間 Tと最短経路による出
口到達時間 Tを計算する．

Step 5：TT<τのときは迂回路を選択し，TT>τのと
きは最短経路を選択する．ここで τはあらかじめ設定する
しきい値である．
Step 2～5を繰り返し行うことにより，通路混雑を回避し

て迅速に避難可能となる．図 3に概要図を示す．

3.4 リアルタイム協調型避難経路探索方式
（RCEM）

RCEM（Real-time Collaborative Evacuation route search

Method）では，通路使用者数を通路コストに反映させると
き，通路使用者数がしきい値以上にならないと反映させない
ようにする．このしきい値を端末保持者の移動速度に応じて
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図 2 避難経路更新（ERUR）の概要



変化させることにより，通路コストが一斉に変化することを
防ぐ．更に，より移動速度の速い被災者が移動距離の長い避
難経路を使用することにより，全体の生還者数を増加させ
る．端末の移動速度としきい値の関係を図 4に示す．
動作は以下の 6ステップから構成される．

Step 1：災害発生直後に出口までの通路コストが最小となる
経路を探索する．

Step 2：通路を通過した ERESS 端末は，周囲に実際にか
かった通路通過時間及び自身の避難経路情報をブロード
キャストする．

Step 3：情報を受信した ERESS端末は，通路通過時間をも
とに通路コストを修正する．更に避難経路情報をもとに通
路使用者数を集計する．

Step 4 : ERESS端末自身の移動速度から通路コスト更新のし
きい値を求める．

Step 5：通路使用者数がしきい値以上であれば，通路コスト
を更新する．

Step 6：更新された通路コストをもとに再度避難経路の探索
を行う．通路コストの総和が最も小さい避難経路を選択す
る．
Step 2～6を一定周期で行うことにより，様々な環境下に
おいて通路混雑を回避して迅速に避難させることができる．

3.5 コンピュータシミュレーション

建物内で火災が発生した場合を想定する．シミュレーショ

ンエリアは，一般的な百貨店のワンフロアを想定する．表 1

にシミュレーションパラメータを示し，図 5に対象エリアを
示す．大阪市北区にある阪急阪神百貨店の大きさを想定し，
縦 74 m，横 146 mとする．通路数は 135本あり，通路幅は
1～3 m，通路距離は 5～15 m，出入口数は 6箇所とする．避
難者は全体で 300人であり，その中の 90人は年配者とする．
健常者の走行速度は 1.8～2.5 m/s，年配者の走行速度は
0.7～1.3 m/sである．火災の発生場所はランダムとし，炎と
燃焼ガスの拡散速度はそれぞれ 0.25 m/s，0.5 m/sとしてい
る．歩行者が燃焼ガスの範囲内に進入した場合，3秒経過で
死亡とする．これは燃焼ガスの濃度が濃い場合，数呼吸で死
亡することから設定している．ERESS端末保持者と非保持
者はそれぞれ 150人とする．ERESS端末保持者は通行不可
能な通路を避け，探索した経路に従い避難する．また，
ERESS端末非保持者は，視野に入った燃焼ガスを避けて自
身の現在位置に最も近い出口，つまり物理的な距離が最短と
なる経路を使用して避難する．上記の状況において，
ERESS端末未使用時（WO/E），ERUR，DDM，RCEMの
性能を比較する．シミュレーションは各方式についてそれぞ
れ 50回行い，その平均を評価する．

3.6 特性評価結果

累積生還者数をシミュレーション時間内に出口に到達した
被災者の累積人数とする．この累積生還者数についてWO/
E，ERUR，DDM，RCEM の 4 方式を比較する．図 6 に
ERESS端末の通信可能範囲を半径 20 mとした場合の累積
生還者数を示す．この結果から，RCEMは他方式よりも非
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図 3 動的分散手法（DMM）の概要

図 4 移動速度と使用予定者数のしきい値

表 1 シミュレーションパラメータ

図 5 シミュレーションエリア



常に多くの被災者を生還させることが可能であることが分か
る．これは RCEMが被災者の避難経路分散を行って，混雑
の発生を回避したことにより，全被災者が効率良く避難を行
うことができたためであると考えられる．
この結果は火災とその延焼を想定したシミュレーションで
あるが，テロや強盗などの局所災害についても，その被害の
広がりについての特性が分かっており，パラメータを設定す
ることができれば，同様のシミュレーションは可能である．

4．キャンパス内フロアを利用した災害模擬実験

関西大学千里山キャンパス内の教室と廊下の一部フロアを
使って災害模擬実験を行い，提案している ERESSの有効性
を検証するために特性を評価している．その内容の一部を以
下に紹介する．

4.1 通路混雑状況を考慮した避難誘導方式

本方式の目的は，災害発生時における通路上の人による混
雑を把握することにより，混雑状況を考慮した避難誘導を行
うことで被災者を安全かつ迅速に避難させることである．

4.1.1 屋内エリア情報取得方式
リアルタイムな人の動きと進行方向情報を用いた屋内エリ
ア情報取得方式を提案している(11)．本方式は，人の動きを
用いる上で，停止状態や移動状態の識別，現在の進行方向情
報を利用する．具体的には，ERESS端末に搭載されている
加速度センサ，地磁気センサを用いて，端末保持者の行動分
析に必要なデータを取得する．また，エリア推定を行うため
に，iBeaconを部屋や廊下の天井に格子状に設置して情報取
得を行う．SVM（Support Vector machine）(12)を用いること
で加速度センサから停止，歩行，走行の 3種類の行動識別を
行う．また，端末保持者が歩行・走行状態と識別された場
合，地磁気センサにより方位を取得して端末保持者の進行方
向情報を取得する．これらの情報はエリア情報の補正に利用
する．

4.1.2 提案アルゴリズム
提案アルゴリズムは混雑把握フェーズと避難誘導フェーズ

から構成される(13)．天井に iBeaconを設置し，iBeaconによ
り格子状にエリア分けを行う．また各エリアの親端末の決定
方法は，エリア内に最初に入った端末を親端末とする．複数
台同時に入った場合は iBeaconからの受信した RSSI（Re-

ceived Signal Strength Indicator）の値が大きい端末を親端末
とする．
（ a） 混雑把握フェーズ
図 7に混雑把握フェーズのフローチャートを示す．取得し
た iBeacon情報と行動識別の情報は BLEを用いて伝送され
る．親端末は各子端末の iBeacon情報と行動識別の情報を集
計し，親端末と同じ iBeacon情報をもつ端末数を算出する．
算出後，エリア密度を用いた判定で仮混雑と判定された場合
は端末保持者の状態による判定を行う．端末保持者の状態に
よる判定で仮混雑と判定された場合は二つの仮混雑が 5秒後
も判定されているか確認する．仮混雑と判定されなかった場
合は混雑なしとして初めに戻り，5秒後も仮混雑と判定され
た場合は混雑と判定する．その後，BLE（Bluetooth Low

Energy）を用いて混雑情報をほかの端末に伝送する．
（ b） 避難誘導フェーズ
図 8に避難誘導フェーズのフローチャートを示す．避難経
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図 6 累積生還者数 図 7 混雑把握フェーズのフローチャート

図 8 避難誘導フェーズのフローチャート



路探索開始後，親端末は自身の属するエリアの混雑情報とエ
リア内の人数をほかの親端末に BLEを用いて通知する．そ
の後，各エリアの混雑情報とエリア内人数を集計し，全ての
エリア内に混雑度・大が存在する場合は混雑度・大を通過し
ない経路が探索される．存在しない場合は混雑度・中が存在
しているか確認する．混雑度・中が存在しない場合は最短の
移動で避難できる経路が探索される．存在する場合は親端末
が属するエリア内人数が混雑度・中のエリア内人数より少な
く最短移動経路なのか確認する．エリア内人数が少ない場合
は混雑度・中のエリアを通過する経路が探索される．エリア
内人数が多い場合は混雑度・中を通過しない経路が探索され
る．避難経路が探索された後は避難経路探索の更新を周期的
に行う．

4.1.3 実験による評価
（ 1） 屋内エリア情報取得実験
（ a） 実験環境
iBeacon情報の RSSIのみを用いたエリア推定方式を従来
方式とし，RSSIに加えて人の動きと進行方向情報も用いた
エリア推定方式を提案方式とし，特性を比較する．本実験で
は，部屋の中で被験者に iPhone 6sを手に持ってもらい，あ
らかじめ決められた経路を移動しながら iBeacon情報の取得
を行う．iBeaconを 7 m間隔で天井に計 9箇所設置する．災
害時には急いで避難する場合も想定されるため，二つの経路
を歩行・走行の二つの状態で移動する 4パターンの実験を
行った．エリア情報の取得間隔は 1秒である．図 9に二つの
移動経路パターンを示す．一つの部屋を図のように仮想的に
9分割し，各エリアのエリア番号を付ける．その各エリアの
中心の天井に iBeaconを設置してエリア番号を発信するよう
に設定する．代表的な移動経路の例として，経路 1は縦と横
に移動する経路，経路 2は縦と斜めにも移動する経路を設定
している．
（ b） 実験結果
経路 1及び経路 2における提案方式の性能が最も低かった
場合の歩行時と走行時の結果をそれぞれ図 10，図 11 に示
す．図 10より，歩行時に従来方式は 12，40秒において誤っ
たエリア番号の推定をしているが，提案方式では正しいエリ
ア番号を推定できていることが分かる．走行時においても正
しいエリア番号を推定できていることが分かる．図 11より，
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図 9 移動経路パターン

図 10 移動経路 1でのエリア番号の変化

図 11 移動経路 2でのエリア番号の変化



歩行時に従来方式は 13，25，34秒において誤ったエリア番
号を推定しているが，提案方式では正しいエリア番号を推定
できている．走行時においても従来方式よりも正しくエリア
番号を推定できていることが分かる．以上により，提案方式
は歩行・走行ともに従来方式と比べてエリア番号の推定精度
を向上できていることが分かる．

（ 2） 避難誘導実験
（ a） 実験環境
混雑が発生している場所を被災者に伝えることにより，避
難完了時間を短縮できるかどうかを検証する．性能評価にお
ける比較対象は，通路上の混雑状況を考慮して避難誘導を行
う提案方式，通路上の混雑状況を考慮せず避難誘導を行う従
来方式，避難誘導を行わない方式の 3方式である．また，端
末の持ち方は歩きスマホ（手持ち端末正面）とする．歩きス
マホの状態における 5秒間の加速度の平均に SVMを適用す
ることにより被験者の行動状態を停止，ゆっくり歩行，歩行
の 3種類に分類する．
千里山キャンパスの 4号館 2階の教室と廊下を使用し，火
災が起こったと想定して実験を行った．火災発生の合図を基
にグループ Aの被験者に避難を開始してもらう．その 30秒
後にグループ Bの被験者に避難を開始してもらう．
図 12 に実験フィールドと混雑発生場所（エリア 1，2：

2.4 m×7 m）を示す．iBeaconは図の 8箇所の天井に設置す
る．混雑の発生方法は，このエリアに実験スタッフが事前に
待機し，避難開始から 35秒間足止めをするように通行規制
を行う．この通行規制の時間が避難完了時間に影響を与える
が，今回はこの設定のみで行った．安全地帯は A，B，Cの
3箇所のいずれかに設定し，火災は 4202教室の隅で発生し
たと想定する．被験者はこの教室のランダムな初期位置から
避難を開始し，教室の出口は中央のみで 1人程度が通れる幅
（1.1 m）である．被験者は必ずエリア 1若しくは 2を通り，
安全地帯 A～Cのいずれかに避難することができた時点で避
難完了とする．避難ルートは 3ルートあり，4201教室の中
を通ることはできない．実験ごとに安全地帯の場所と混雑発
生場所を変化させ，被験者の避難行動を確認する．全ての実

験で被験者に安全地帯の場所は通知せずに行う．1回の実験
あたり 30人で行い，ERESS端末を 19人に配布し，残りの
11人は何も持たず実験を行った．従来方式及び提案方式を
用いる実験においては，端末を持たない被験者は自身が属す
る避難グループの被験者を追従して移動してもらうようにし
た．
被験者は関西大学の学生の中から希望者を募り，任意に

30人ごとの 3グループに分けた．また，被験者に対して以
下の情報を事前に説明した．

1．安全地帯が廊下の先に Aから Cの 3箇所あるが，どの
場所が安全かは分からない．

2．Aから Cの場所の壁に安全か否かの貼り紙をしている
ので，安全でなければほかの安全な場所へ移動する．

3．安全な場所の貼り紙がある場所を見つけたら，その場
所で停止する．

また，本実験では親端末に複数の子端末が接続している状
態となっている．図 13に開発した ERESSアプリケーショ
ンの動作画面を示す．親端末の画面では，接続している子端
末の行動状態を確認できる．子端末の画面では，地図上に現
在位置と混雑エリアを表示し，避難すべき方向を矢印で示す
ことができる．
（ b） 実験結果
① 避難完了時間
表 2に各方式における平均と最大避難完了時間の結果を示
す．安全地帯と混雑発生エリアは実験ごとに変えており，各
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図 12 実験フィールド

図 13 アプリケーションの動作画面

表 2 平均と最大避難完了時間



実験パターンで 3回実験を行っている．提案方式を用いるこ
とにより，避難誘導なし，従来方式と比較して平均と最大避
難完了時間を短縮できることが分かる．
最大避難完了時間は従来方式より約 10秒短縮できている．
これは提案方式では混雑発生時に混雑発生エリアを通過しな
い経路で避難グループに避難誘導を行うことができたため，
通路の混雑による避難の遅延を解消できたものと考えられ
る．したがって，提案方式により被災者を迅速かつ安全に避
難する支援が可能であることが分かった．
② 混雑判定精度
表 3にエリア密度による混雑判定精度を示す．全体の判定

数は判定した回数を示し，正判定数は正しく判定できた回数
を示す．12回の実験において，判定精度は 75%以上となっ
た．全体として平均 90%の精度で混雑を正しく判定できる
ことが分かった．これは混雑発生エリアにおいて被験者全員
が足止めをされているため停止状態となり，他エリアのエリ
ア情報を取得することがなかったため，高い判定精度を示す
ことができたものと考えられる．このように，混雑している
場合は，そのエリアに多くの人が滞在しているため，そのエ
リア情報をほかの被災者に直接 BLEで伝えることにより，
混雑した通路を避けて迅速な避難が可能であると考えられ
る．
以上の結果から，火災のような局所災害発生時において，
通路の混雑状況を考慮して被災者をスムーズに分散して避難
させることができることを示した．

4.2 携帯端末センサ情報と人の検知を融合し
た災害発生検知法

本節では，従来方式である携帯端末のセンサ情報を用いた
災害発生検知法について述べ，その後に提案方式である，セ
ンサ情報と人の検知を融合した災害発生検知法について述べ
る(14), (15)．

4.2.1 携帯端末のセンサ情報を用いた災害発生検知法
端末保持者の行動を停止・歩行・走行・転倒の 4種類に分
類する．スマートフォンにおいて様々な保持方法に対応可能
な行動分析を行う．加速度は 3軸（, , z）存在するが，保
持方法により端末の向きが変化するため，3軸合成加速度を
使用する．これにより，センサが受けた加速度のみが情報と
して残り，センサの向きによる影響をなくすことができる．
以下に本方式の動作手順を示す．
Step 1：停止・歩行・走行・転倒のデータ取得及びしきい値
の決定
保持方法を指定して，学習用の加速度データ及び角速度
データを取得する．取得した加速度データをもとに停止・
歩行・走行の判定に使用するしきい値の設定を行う．ま
た，取得した角速度データをもとに転倒の判定に使用する
しきい値を設定する．これらは機械学習の一つである，ラ
ンダムフォレスト(16)を用いて行う．

Step 2：角速度センサを用いて転倒を検知
Step 1で設定したしきい値をもとに転倒の判定を行う．本
ステップで転倒と判定された場合，行動判定を終了する．

Step 3：加速度センサを用いた端末保持者の行動分析
Step 1で設定したしきい値をもとに停止・歩行・走行に分
類する．
行動分析の結果，日常よく行う行動である停止・歩行の場

合は通常状態とする．一方，災害時に多く起きる行動である
走行・転倒の場合は非常状態とする．端末の非常状態は保持
されず，ある点で非常状態の端末がしきい値を超えた場合，
災害発生と判定する．災害が発生した場合，多くの人が一斉
に非常状態となるため，全端末の過半数をしきい値と設定し
ている．

4.2.2 センサ情報と人の検知を融合した災害発生検知法
携帯端末センサ情報と人の検知を融合した災害発生検知法

の動作手順について説明する．本方式は，人の視覚情報を考
慮することで災害発生検知の信頼性向上を目的としている．
提案方式は以下の手順で動作する．

Step 1：各端末保持者における異常状態検知
Step 2：災害発生判定指標による災害発生検知
Step 3：周辺端末へ災害情報を送信

Step 1では，各端末保持者に対して，端末のセンサ情報に
よる異常状態検知及び視覚情報による異常状態検知を行う．
まずセンサ情報による異常状態検知について説明する．端末
保持者の行動が停止・歩行である場合を通常状態，走行・転
倒である場合を非常状態とする．
ホテリング理論(17)は，データ集合の中から明らかに異常

な値を検出する外れ値検出技術の一つである．異常度を求め
るために教師用データセットの平均及び分散を計算する．教
師用データセットには，転倒は全保持方法で取得した走行
データ，しゃがみ・伏せは各保持方法で取得した歩行データ
を使用する．教師用データの平均を，分散をとすると，検証
するデータ の異常度 a()の算出式は以下で示される．
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表 3 エリア密度による混雑判定精度



a()=
(−μ)

σ  (2)

上式の分子では，検証データの平均値からの差を計算す
る．よって異常なデータである場合，分子は大きくなる．分
母は，教師用データのばらつきである．つまり，教師データ
のばらつきが大きい場合，異常でなくても外れ値が出る可能
性が高いため，少しの外れ値では異常スコアは小さくなる．
一方で，教師データのばらつきが少ない場合，異常でない状
況で外れ値が出る可能性が低いため，少しの外れ値で異常ス
コアが大きくなる．
異常判定のために異常度のしきい値を設定する必要があ
る．本理論ではデータの分布は正規分布に従っていると仮定
している．そのため，異常度の計算結果は自由度 1のカイ 2

乗分布に従うとしている．異常度が大きいデータほど発生確
率は小さくなる．異常度のしきい値は，カイ 2乗分布に従っ
た水準により決定する．すなわち，異常行動が発生する確率
を定義し，異常度がその確率内に含まれる大きさとなるデー
タが異常行動とされる．通常の歩行・走行よりも大きく外れ
た値が出る場合，非常状態である可能性が高いため，異常度
のしきい値は大きい値を使用する．本方式では，水準 n%を
しきい値とし，各異常行動・保持方法に合わせて nを決定
する．
次に，視覚情報による異常状態検知について説明する．災
害を発見した被災者は，自身が保持している ERESS端末の
画面に表示されている“災害確認”を押す．押された ERESS

端末には，周辺で災害が発生しているという情報が保持され
る．

Step 2では，Step 1で取得したデータをもとに以下の式を
用いて災害発生判定指標 δを算出する．

δ=
aα+bβ
a+b (3)

ここで，α：視覚情報より異常状態検知した端末数，β：
センサ情報より異常状態検知した端末数，a，b：重みとし
ている．a，bは，次章でその値を複数パターンで変えた実
験を行うことにより適切な値を設定する．δのしきい値とし
ては，全体の端末数 nの半分とし，これを超えた場合は災
害発生検知とする．

Step 3 では，Step 2 より災害発生検知と判定した場合，
ERESS端末の画面上に災害発生の通知を行う．それと同時
に，周辺端末へ災害情報を送信し，災害情報を共有する．本
方式のフローチャートを図 14に示す．

4.2.3 屋内実験による評価
（ a） 実験環境
災害発生検知にかかる時間，誤検知率，未検知率の比較評
価を行う．実験環境を表 4，実験フィールドを図 15に示す．
実験手順は，手順 1：被験者を実験フィールドのランダムな
位置に配置，手順 2：計測開始後にランダムな場所に模擬火
災を発生，手順 3：火災を発見した被験者は出口に避難，の
順番で行う．
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図 14 フローチャート

表 4 実験環境

図 15 実験フィールド



被験者の端末保持方法は手持ち，すなわち，端末を自身の
手に保持することとする．被験者は 10人である．災害に直
面した被災者の行動心理として，全被災者のうち火災規模の
判断に余裕をもてる被災者は約 2/3であることが報告されて
いる(18)．したがって，視覚情報による検知ありを 7人，視
覚情報による検知なしを 3人とした．災害ありの実験を 15

回，災害なしの実験を 5回の計 20回実験を行う．実験場所
には，カネライト板を設置することで見通しの悪い環境を作
成した．
（ b） 実験結果
災害ありの状況における災害発生検知にかかった時間に関
する実験結果を表 5に示す．また，時系列データにおける災
害発生判定指標 δの推移例を図 16に示す．
表 5より，b（センサ情報に関する重み）の値を大きくす

ると災害発生検知にかかる時間がより早くなることが分か
る．また，a（人の視覚情報に関する重み）の値を大きくす
ると災害発生検知にかかる時間が遅くなり，未検知（災害発
生しているのに検知しない）が生じることが分かる．しか
し，センサ情報に関する重みを増やしていくと誤検知（災害
発生していないのに検知する）が発生してしまう．

重み a，bの設定は表 5に示す 8通りの組み合わせで行っ
た．そ の う ち で（a=1，b=2），（a=1，b=3），（a=1），
（b=1）の 4通りの場合の判定結果をそれぞれ表 6，7，8，9

に示す．
表 6～9より，センサ情報に関する重みを増やしすぎると
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表 5 災害発生検知にかかった時間

図 16 災害発生判定指標の推移

表 6 a=1，b=2の場合の判定結果

表 7 a=1，b=3の場合の判定結果

表 8 a=1の場合の判定結果

表 9 b=1の場合の判定結果



誤検知の多発により災害発生検知の信頼性が低くなってしま
う問題がある．そのため，未検知回数及び誤検知回数がとも
に少ない重みの選択をする必要がある．したがって，災害の
未検知回数及び誤検知回数がともに最小となる重みとして，
未検知 1回，誤検知 0回である a=1，b=2に設定するのが
良いことが分かった．

5．む す び

本論文では，火災のような局所災害発生直後に災害発生検
知から避難誘導までを行うことができる，我々がこれまでに
提案してきた，緊急救命避難支援システム（ERESS）につ
いて概要とその要素技術について紹介した．
災害時における避難誘導の分散に関するコンピュータシ
ミュレーションの結果について述べ，ERESSの有効性につ
いて解説した．
また，災害発生検知の信頼性を向上させるために，携帯端
末センサ情報と人の検知を融合した災害発生検知法を説明し
た．センサ情報に関する重みを大きくすると災害発生検知に
かかる時間が早くなることが分かった．しかし，センサ情報
に関する重みを大きくしすぎると誤検知が発生してしまう．
そこで，誤検知及び未検知を少なくするために，視覚情報に
関する重みとセンサ情報に関する重みの比率を 1：2にする
ことが良いと分かった．
今後の課題として，ERESSの五つの機能を全て実装した
アプリケーションを完成し，その有効性を確認すること，ま
た，既存のアプリに組み込むことにより，実用化することが
挙げられる．
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無線ネットワーク化制御の通信
と制御の統合的設計
—制御を考慮した通信，通信信頼度を考慮した制御の設計—

An Integrated Design of Communication and Control:
Communication Design for Control, and Control Design Considering Communication Uncertainties

石井光治 Koji ISHII

アブストラクト 無線通信を介して，ロボットなどの機器を遠隔で高信頼に制御することが求められている．本稿では，制御状

態を考慮した無線通信設計，更に無線の信頼性を考慮した制御方法に関して解説する．特に一つの制御器が一つの制御対象

を無線を介して制御するシステムに着目し，通信システムと制御システムとを統合的に設計する手法を紹介する．

キーワード 無線ネットワーク化制御，モデル予測制御，通信不確実性

Abstract The demand for highly reliable remote control of devices such as robots through wireless communication has been

increasing. This paper focuses on a wireless networked control system in which a single controller attempts to reliably

control a single controlled target via wireless communication. In pursuit of establishing a dependable wireless networked

control system, we expound on the integrated design method of communication and control systems considering the

reliability of communications and control states.

Key words Wireless networked control system, Model predictive control, Communication uncertainty

1. は じ め に

ロボットやドローンの遠隔操作，工場自動化や遠隔手術など，

無線通信を介して機器などを高信頼に制御することが求められ

ている．これを体系的に議論する研究は，ネットワークド制御若

しくはネットワーク化制御と呼ばれており (以後はネットワーク

化制御と呼ぶ)，年々注目度が高くなっている．ネットワーク化

制御は制御器 (コントローラ)と制御対象 (ロボットなどの機器)

がネットワークを介して接続されており，サイバー空間とフィ

ジカル空間がネットワークを介して接続されたサイバーフィジ

カルシステムと同義であり，その応用は幅広い（1）～（7）．

1940 年頃に通信 (情報) と制御とが融合した研究（8）はあった

が，その先進性のためか，近年まで通信と制御は別々に発展し

てきた歴史がある（9）．制御理論では，安定かつ高速な制御を求

め，通信では高速大容量かつ高信頼，低遅延な通信を求めてき

た（10），（11）．しかし，制御において制御器 (コントローラ) と制

御対象とを通信で結ぶ必要があるため，通信を考慮した制御は

必要不可欠である．一方通信では，通信の先にある事象 (本稿で

は制御)を満足するための通信設計が必要である．そのため，通

信と制御とが融合したネットワーク化制御の必要性は自明であ

り，近年非常に注目されている．ネットワーク化制御の研究は，

石井光治 正員 香川大学創造工学部
E-mail ishii.koji@kagawa-u.ac.jp

Koji ISHII, Member (Faculty of Engineering and Design, Kagawa
University, Takamatsu-shi, 761-0396 Japan).

電子情報通信学会 基礎・境界ソサイエティ
Fundamentals Review Vol.17 No.3 pp.193–202 2024 年 1 月
c©電子情報通信学会 2024

制御理論の研究者によるアプローチと，通信理論の研究者によ

るアプローチがある．特に制御理論におけるネットワーク化制御

のアプローチは多く，2000年頃から通信制約が存在する制御の

研究が増加した．例えば，通信容量（12），（13），量子化（14）～（17），

通信遅延（18），通信誤り (パケットロス)（14），（16），（19）による通

信制約条件下における制御の安定条件や安定した制御を実現す

る手法などが多く提案されてきた．一方，通信理論におけるネッ

トワーク化制御のアプローチも近年多くなり，例えば情報を通信

に利用する手法（20）や無線ネットワーク化制御に適した符号（21）

などが挙げられる．また，一つの制御器で複数の制御対象を無

線リソースを共用して制御する際のリソース配分 (スケジュー

リング) と制御との統合的な設計に関する研究（22）～（25）も活発

である．更に協調通信など高度な通信を含めたネットワーク化

制御（26）やセキュアなネットワーク化制御（27），（28）など，ネット

ワーク化制御の研究は拡大している．

本稿では，一つの制御器 (コントローラ) と一つの制御対象

(ロボットやプラントなど) とが無線ネットワークを介して接続

している最もシンプルな無線ネットワーク化制御において，無線

通信と制御とを統合的に設計する方法（29），（30）を紹介する．制

御器は推定した制御対象の状態から制御入力を決定し，制御器

から制御対象への無線通信路 (フィードフォーワード通信路)を

介して送る．制御対象は受信した制御入力を用いて制御し，状

態を観測して，コントローラが制御状態を推定するために必要

な情報を制御対象から制御器への無線通信路 (フィードバック通

信路) を介して送る．この際の制御における問題は，不確実な

フィードバック通信路を介して得られた制御状態から不確実な

フィードフォーワード通信路を介して，どのような制御入力を

送るべきなのか？ となる．一方通信における問題は，コント
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ローラ側が推定した制御状態の推定精度 (不確実性)や制御状態

に応じて，フィードフォーワード，フィードバック通信路の通

信不確実性をどのように設計すべきなのか？ という点になる．

制御における問題と通信における問題は互いに影響を及ぼすた

め，同時に設計する必要があり，通信の確率的事象 (不確実性)

を制御モデルに組み込むことで同時最適化を実現する．制御理

論を基にした通信/制御の設計手法，具体的にはモデル予測制御

(MPC: model predictive control) を用いて制御状態に応じた

通信と制御の設計という点において，本誌においても紹介され

ている方式（31）やそのほかの文献（32）と同じアプローチであるが，

着目している問題が無線ネットワーク化制御における基礎的な

システムに設定されている．そのため，これからネットワーク

化制御の研究をはじめる読者にとって有益であり，更に複雑な

問題へ幅広く応用できることを期待している．

【本稿で用いる記法】

• R：実数全体の集合

• R+：正の実数全体の集合

• C：虚数全体の集合

• E[x]：変数 xの平均

• AT：ベクトルまたは行列 Aの転置

• blockdiag[a1, a2, · · · , an]：対角要素に a1, a2, · · · , anを

もつブロック対角行列

• b1 = (B)1,：ベクトル B = [b1, b2, · · · , bn]の第 1成分

• In,：n行 n列の単位行列

2. モデル予測制御

本稿では，無線通信の信頼度を考慮した制御入力と通信シス

テムとを統合的に設計する上で，最適化手法としてモデル予測

制御（33），（34）を用いる．モデル予測制御は，制御理論において

メジャーな設計手法であり，ある程度の知識をもつ読者は読み

飛ばして頂きたい．一方，通信理論の研究者にとってはあまり

馴染みがないことを想定し，簡潔に以下に説明する．まず，離

散時間システムの状態方程式を以下で表す．本章では，説明の

簡単化のため，外乱，観測誤差は考慮しない．外乱がある場合

のモデル予測制御などは文献（35）などを参照されたい．

x[k + 1] = Ax[k] + Bu[k] (1)

y[k] = Cx[k] (2)

x[k] ∈ Rnx , u[k] ∈ Rnu , y[k] ∈ Rny は，時点 k における制

御状態，制御入力，観測された制御状態を表し，A ∈ Rnx×nx ,

B ∈ Rnx×nu , C ∈ Rny×nx は制御システムを表す係数行列で

ある．

モデル予測制御とは，制御対象のモデルから将来の挙動を有

限時間区間 (finite horizon)予測し，システムなどの制約条件下

において最適化問題を解くことで，現時点において最適と予測

される制御を行い，それをサンプリング時刻ごとに最適化，制御

を繰り返す制御である．モデル予測制御の特徴は，制御対象が

もつ制約を合理的に扱え，最適化を逐次的に行う点である．し

かし，制御系の安定性は一般には保証されていない．有限時間

区間を L とした場合，以下に定義する評価関数 J を最小化し，

その得られた結果 ({u∗[k], u∗[k + 1], · · · , u∗[k + L− 1]})の最
初の項 (u∗[k])を時刻 k の制御入力として用いる．

J = (y[k + L] − yref [k + L])T P (y[k + L] − yref [k + L])

+

k+L−1∑
l=k

(y[l] − yref [l])
T Q (y[l] − yref [l]) + uT [k]Ru[k]

(3)

{u∗[k], u∗[k + 1], · · · , u∗[k + L − 1]} = arg min J (4)

yref [l] は時点 l における制御状態の目標値を表す．以下では議

論の簡素化のため，C = I (I は適当な大きさの単位行列) すな

わち y[k] = x[k]，目標値 yref [l] = 0 とすると式 (3) の評価関

数 J は以下となる．

J = xT [k + L]Px[k + L]

+

k+L−1∑
l=k

(
xT [l]Qx[l] + uT [l]Ru[l]

)
(5)

一般に式 (3)，(5) の第一項めを終端コスト (terminal cost) と

呼び，第二項めをステージコスト (stage cost)と呼ぶ．また，Q

は半正定，P , R は正定の重み行列である．いま k = 0 とする

と，式 (1) より，L 時点後までの状態は初期状態 x[0] と時点 0

から時点 L − 1 までの入力 u[0], · · · , u[L − 1] を用いて以下で

表すことができる．

x[1] = Ax[0] + Bu[0]

x[2] = Ax[1] + Bu[1]

= A2x[0] + ABu[0] + Bu[1] (6)

...

x[L] = ALx[0] + AL−1Bu[0] + · · · + Bu[L − 1]

更に式 (6)を行列表現すると以下となる．

X = Ax[0] + BU (7)

A =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣

A

A2

...

AL

⎤
⎥⎥⎥⎥⎦ ,B =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣

B 0 · · · 0

AB B · · · 0

...
...

. . .
...

AL−1B AL−2B · · · B

⎤
⎥⎥⎥⎥⎦

X =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣

x[1]

x[2]

...

x[L]

⎤
⎥⎥⎥⎥⎦ ,U =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎣

u[0]

u[1]

...

u[L − 1]

⎤
⎥⎥⎥⎥⎦

これらを用いて評価関数は以下で表すことができる．

J = xT [0]Qx[0] + XT QX + UT RU

= xT [0]Qx[0] + (Ax[0] + BU)T Q (Ax[0] + BU)

+UT RU

∝ 1

2
UT

(
BT QB + R

)
U + xT [0]AT QBU + cnst.

(8)

Q = blockdiag[Q, Q, . . . , Q, P ]
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図 1 想定する無線ネットワーク化制御システム

R = blockdiag[R, R, . . . , R]

cnst.は最適化 (最小化)に無関係の項をまとめたものであり，具

体的には cnst. = 1
2

(
xT [0]Qx[0] + xT [0]AT QAx[0]

)
である．

式 (8)を最小化するUを求める問題は，二次計画法 (Quadratic

programming) 問題であり，内点法などを用いて最適化が可能

である．また，BT QB+Rが半正定行列で，かつ制約がない場

合には凸最適化問題となるが，Uに制約が存在する場合にはラ

グランジュの未定乗数法を適用して制約なし問題へ変換し，凸

最適化問題として解く（36），（37）．実際にはmatlabや Pythonな

どの数値計算ソフトの sloverを適用して容易に計算できる．モ

デル予測制御では，最適化 (最小化) する U の構成要素の最初

の値 (u∗[0] = (U∗)1, U∗ = arg min J ) を実際に制御入力と

して入力し，以後の時点は同様の最適化を逐次的に繰り返す．

3. 無線ネットワーク化制御システム

図 1 に本稿で着目する無線ネットワーク化制御システムを示

す．着目するシステムでは，一つのコントローラが無線を介し

て一つの制御機器を制御する．コントローラ側は，制御機器側

から送られた情報を基に制御対象の状態を推定する観測器と推

定した制御状態を用いて制御入力を計算する制御器で構成され

る．一方，制御器側はコントローラ側から送られた制御入力を

用いて制御されるドローンやロボットなどを想定した制御対象

と制御対象の状態を観測するセンサで構成される．また本稿で

は，コントローラ側から制御機器側への無線通信路をフィード

フォーワード通信路，制御機器側からコントローラ側までの通

信路をフィードバック通信路と呼ぶ．無線通信を設計する場合，

通信誤りや通信遅延，通信容量の制約を考慮する必要がある．

更にディジタル通信を想定する場合は，量子化誤差を考慮する

必要がある．一方，制御を設計する場合は，通信誤り，量子化

誤差，通信遅延などを考慮して制御入力を計算する必要がある．

本研究では通信誤りのみに着目し，確率的に通信が不確実な状

況下における制御，更に制御状態を考慮して通信を設計するこ

とで通信不確実性を柔軟に設計する．

3. 1 想定する無線ネットワーク

本稿では，フィードフォーワード，フィードバック通信路に

て通信誤りが存在する無線ネットワークを考慮する．具体的に

は，離散時点 k において，制御器は制御入力 u[k] をフィード

フォーワード通信路を介して送り，制御器側からはセンサが観測

した制御状態若しくはフィードフォーワード通信路の通信結果

(AKC/NACK)をフィードバック通信路を介して送るモデルを

考慮する．フィードフォーワード，フィードバック通信路で送る

信号を sFF[k] ∈ C, sFB[k] ∈ Cとし，それらの平均電力は 1と

する (E[|sFF[k]|2] = E[|sFB[k]|2] = 1)．ただし，受信側は理想

的に通信誤りを検出できるものとする．コントローラ側から制

御機器側へフィードフォーワード通信路を介して送る情報は制御

入力であるが，制御機器側からコントローラ側へ送る情報はセ

ンサで観測した情報である必要はない．つまり，制御機器側の状

態をコントローラ側で正確に推定することがフィードバック通

信の目的である．コントローラ側で制御対象の制御モデルを既

知と仮定すると制御状態の不確実性は以下の三つの要素となる．

1)制御対象に加わる外乱成分，2)制御入力が正しく入力された

か (フィードフォーワード通信路の通信に成功したか)，3)事前

に推定した状態に含まれる残差．これらの誤差成分は，過去の

フィードバック通信の結果と制御器側がどのような情報を送る

かに依存する．本稿では，フィードフォーワード通信路の通信結

果を送信 (フィードバック) するモード (以後 ACK モードと呼

ぶ)とセンサで観測した制御対象の状態を送信するモード (STA

モードと呼ぶ)を検討する．直感的な説明をすると，ACKモー

ドを適用した場合は制御信号が正しく入力したかどうかを高確

率でコントローラ側で知ることが可能であるが外乱成分や残差

誤差は残る．一方 STAモードを適用した場合は正確な制御状態

を知ることができるが，レートが増加することで通信の信頼度
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が低下する．適用するモードが無線制御システムに与える詳細

な影響に関しては後の章で述べる．ある時点 k におけるコント

ローラ側から制御機器側への受信信号 rFF[k]，制御機器側から

コントローラ側への受信信号 rFB[k]は以下のように表される．

rFF[k] = hFF[k]
√

PM
FF [k]sFF[k] + nFF[k] (9)

rFB[k] = hFB[k]
√

PM
FB[k]sFB[k] + nFB[k] (10)

ここで hFF, hFB(∈ C) はそれぞれフィードフォーワード通信

路，フィードバック通信路におけるフェージング係数であり，複

素ガウス分布に従うものとする (hFF, hFB ∼ CN (0, 1))．また

PM
FF [k], PM

FB[k](∈ R+) はコントローラ側，制御機器側の送信

信号電力をとし，M ∈ {ACK, STA} は制御機器側のフィード
バック情報を決定づけるモードを表す．nFF[k], nFB[k](∈ C)

は各受信機での複素ガウス雑音を表し，その分散は 1 とする

(nFF, nFB ∼ CN (0, 1))．受信側では，時間，周波数同期，更に

通信路推定は理想に可能と仮定し，フィードフォーワード，フィー

ドバック通信路の通信レートを RFF，RFB とする．フィード

フォーワード通信路では制御入力を送るため通信レート RFF

は固定である．一方，フィードバック通信路では ACK/NACK

信号 (フィードフォーワード通信路の通信結果) 若しくは観測

した制御対象の状態を送るため，通信レートは選択するモー

ドに依存する．そのため，ACK モードを適用した場合の通信

レートを RFB = RACK とし，STA モードを適用した場合は

RFB = RSTA とする（RACK < RSTA）．本研究では ACK

モードにおいて NACK 信号を受信した場合でも再送 (ARQ:

automatic repeat request) は適用しないことに注意してほし

い．理由として，再送する場合は推定した状態からの制御信号

を計算するため最適な制御信号とかい離があること，再送によ

る通信遅延が制御に悪い影響を与えるためである．ただし，通

信速度が制御間隔と比較して十分に速い場合は影響が限定的で

あり ARQの効果は十分に見込める（38），（39）．次に各通信路の信

頼度に関して定義する．ここでは変調や誤り訂正符号は理想的

(シャノンリミットを満たす送受信方法) と仮定すると各通信路

のアウテージ確率は以下で与えられる（40）．

pM
FF[k] = Pr

(
log2

(
1 + |hFF|2PM

FF [k]
)

< RFF
)

= Pr

(
|hFF|2 <

2RFF − 1

PM
FF [k]

)
=

∫ 2RFF−1
PFF[k]

0

exp(−x) dx

= 1 − exp

(
−2RFF − 1

PM
FF [k]

)
(11)

pM
FB[k] = 1 − exp

(
−2RM

FB − 1

PM
FB[k]

)
(12)

ただし，RM
FB ∈ {RACK, RSTA} である．フィードバック通信

路のレート (RM
FB)とフィードフォーワード，フィードバック通

信路の送信電力 (PM
FF と PM

FB) を可変にすることで各通信路

の通信不確実性を制御することが可能である．いま PT を総

送信電力とし，λ[k] (0 <= λ[k] <= 1) をフィードフォーワード，

フィードバック通信路への電力配分係数とするとフィードフォー

ワード，フィードバック通信路の時点 k における送信電力は

PM
FF [k] = (1− λ[k])PT，PM

FB[k] = λ[k]PT となる．これより，

送信レート，総送信電力を与えると各通信路のアウテージ確率は電

力配分係数と選択するモードの関数 pM
FF[k] = fpFF(λ[k],M[k]),

pM
FB[k] = fpFB(λ[k],M[k]) となる．つまり，電力配分係数と

モード選択により各通信路の信頼度が調整可能である．

3. 2 無線誤りが存在する場合の制御システム

無線誤りが制御系に与える影響に関して述べる．以下で定義

される離散時間線型時不変システムを用いる．

x[k + 1] = Ax[k] + ν[k]Bu[k] + Dw[k] (13)

y[k] = Cx[k] (14)

x[k] ∈ Rnx は制御対象の状態，ν[k] ∈ {0, 1}はフィードフォー
ワード通信路の通信結果を表す記号であり成功時には 1 を失敗

時には 0 をもつ，u[k] ∈ Rnu は制御入力，w[k] ∈ Rnw は制

御対象に加わる平均 0，共分散行列W = diag(σ2
w, · · · , σ2

w) ∈
R

nx×nx

+ の外乱，y[k] ∈ Rny は制御対象の観測値を表す．また，

A ∈ Rnx×nx , B ∈ Rnx×nu , C ∈ Rny×nx , D ∈ Rnx×nw は

制御系に掛かる係数行列を表す．議論の簡単化のため観測行列

C は単位行列，つまり全ての状態を誤差なく観測できるものと

する．本研究では，フィードフォーワード通信路の通信に失敗

した場合，制御機器への入力は 0 とする．ただし，通信に失敗

した場合に前回の制御入力をそのまま使用する方法 (零次ホール

ド)などもあり，詳細は文献（41）などを参照されたい．

制御状態は式 (13)に示すようにフィードフォーワード通信路

の通信結果 ν[k]に依存して決定される．フィードフォーワード

通信路の通信が失敗する (ν[k] = 0)，成功する (ν[k] = 1)

確率は式 (11) を用いてそれぞれ Pr (ν[k] = 0) = pM
FF[k],

Pr (ν[k] = 1) = 1−pM
FF[k]となる．同様にフィードバック通信路

の通信が失敗する (γ[k] = 0)，成功する (γ[k] = 1)確率は式 (12)

を用いて Pr (γ[k] = 0) = pM
FB[k]，Pr (γ[k] = 1) = 1− pM

FB[k]

として与えられる．本研究で着目する無線ネットワーク化制御シ

ステムでは制御入力の大きさが観測器の推定に影響し，更に観測

器の推定精度が制御入力へ影響するため，分離定理 (separation

principle)が成り立たないことに注意されたい．

次にコントローラ側の観測器の状態推定について述べる．推

定結果 (方法)は制御器側が何の情報をフィードバックするのか，

またフィードフォーワード通信路の通信結果に依存する．制御

器側がセンサで観測した状態をフィードバックし (STA モード

を適用し)，フィードバック通信路の通信に成功した場合は，外

乱などを含む真の状態を知ることができるが，失敗した場合は

コントローラ側が送信した制御入力 u[k]と 1時点前に推定した

状態 x̃[k]，フィードフォーワード通信路の信頼度を用いて以下

のように期待値を計算する．

x̃[k + 1]

=

⎧⎪⎨
⎪⎩

x[k + 1] if successfully received

E [x [k + 1] |x̃ [k] , u [k]]

= Ax̃[k] + (1 − pSTA
FF [k])Bu[k] otherwise (failure)

(15)
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フィードバック通信路で状態情報をフィードバックする際の通信

成功確率，失敗確率はそれぞれ (1−pSTA
FB [k])，pSTA

FB [k]となる．

制御器側がフィードフォーワード通信路の通信結果をフィード

バックし (ACKモードを適用し)，通信に成功した場合は，制御

機器への正確な入力 (0若しくは u[k])を知ることができる．通

信に失敗した場合は，STAモード同様に送信した制御入力 u[k]

と 1時点前に推定した状態 x̃[k]から状態を推定することになる．

これをまとめると以下となる．

x̃[k + 1]

=

⎧⎪⎨
⎪⎩

Ax̃[k] + Bu[k] if ACK is received

Ax̃[k] if NACK is received

Ax̃[k] + (1 − pACK
FF [k])Bu[k] otherwise

(16)

フィードバック通信路の通信成功確率，失敗確率は (1−pACK
FB [k])，

pACK
FB [k] となる．ただし，フィードバック通信路の通信に成功

した場合でもコントローラ側では制御機器に加わる外乱成分と

1 時点前の推定残差誤差 (A(x[k] − x̃[k])) が状態推定の不確実

性として残る．

4. 無線と制御の統合設計

4. 1 問 題 設 定

本研究では，制御と通信とを統合的に設計することで制御の

高品質化を目的とする．そのため，制御品質 (制御機器の状態と

観測器の推定精度) を考慮した通信設計，具体的にはフィード

フォーワード通信路とフィードバック通信路への送信電力配分

とフィードバックする情報 (フィードフォーワード通信の結果若

しくは観測した制御状態)を適切に切り替えることで，フィード

フォーワード通信路，フィードバック通信路の信頼度を制御状

態に応じて設計する．一方，制御ではフィードフォーワード通

信路とフィードバック通信路の信頼度に応じた制御入力を計算

する．この最適化を数式表現すると以下となる．

u∗[k] = (U∗[k])1 ,M∗[k] = (M∗[k])1 , λ∗[k] = (Λ∗[k])1

(17)

[U∗ [k] ,M∗ [k] ,Λ∗ [k]] = arg min Jk (U,M,Λ, x̃[k])

(18)

Jk (U,M,Λ, x̃[k]) = E

[
XT QX + UT RU |M,Λ, x̃[k]

]
(19)

M は現時点 (k) から L 時点先 (k + L) までに適用する通

信モードスケジュールベクトル (M = {M[k],M[k + 1],

· · · ,M[k + L − 1]} ∈ {ACK, STA}L) を表す．Λ は現時

点から L 時点先までの電力配分スケジュールベクトル Λ =

{λ[k], λ[k + 1], · · · , λ[k + L− 1]}を表す．式 (18) (19)にある

Jk (U,M,Λ, x̃[k])は，時点 k の推定制御状態 x̃[k]と通信スケ

ジューリングベクトルM，Λ，制御入力ベクトル U を適用し

た際に期待されるコスト関数である．式 (19)において，通信ス

ケジューリングベクトルM，Λが決定されるとフィードフォー

ワード，フィードバック通信の通信信頼度が計算でき，各通信

路の通信成否による事象とその事象確率を用いて期待値を計算

する．詳細に関しては後述する．式 (19)で与えられたコスト関

数を最小化する制御入力ベクトル U∗ [k]，通信スケジュールベ

クトルM∗ [k] ,Λ∗ [k]を探す最適化を行う (式 (18))．最後に式

(17) で計算された最適な制御入力ベクトル，通信スケジューリ

ングベクトルの第 1項を時点 k の入力として実行する．この動

作を逐次的に遂行することで通信と制御とを統合的に設計する．

4. 2 制御状態と状態推定誤差の期待値

コスト関数 (19) を求めるため，ここでは制御状態とコント

ローラ側での状態推定誤差の期待値を算出する．予測期間 Lの

真の制御状態は，予測期間におけるフィードフォーワード通信

路の通信結果と制御入力に依存し，以下で与えられる．

x[k + 1] = Ax[k] + ν[k]Bu[k] + Dw[k]

x[k + 2] = Ax[k + 1] + ν[k + 1]Bu[k + 1] + Dw[k + 1]

...

x[k + L] = Ax[k + L − 1] + ν[k + L − 1]Bu[k + L − 1]

+ Dw[k + L − 1] (20)

一方，時点 k において，L 時点先までの制御状態の期待値は以

下となる．

x̃[k + 1] = Ax̃[k] + (1 − pFF[k])Bu[k]

x̃[k + 2] = Ax̃[k + 1] + (1 − pFF[k + 1])Bu[k + 1]

...

x̃[k + L] = Ax̃[k + L − 1]

+ (1 − pFF[k + L − 1])Bu[k + L − 1] (21)

時点 k の真の制御状態と状態の期待値との差 (誤差) を

e[k] = x[k] − x̃[k] とする．式 (15) と式 (16) より，推定制

御状態は適用する通信スケジューリングとフィードバック通信

路の通信結果に依存するため，誤差 e[k] もそれらに依存する．

具体的に，ACKモードを適用し，フィードバック通信に成功し

た場合には正確な制御機器への制御入力値 (u[k]若しくは 0)が

コントローラ側で既知となる．その結果，推定誤差成分は残差

(時点 k における状態推定に含まれる誤差)成分と時点 k の外乱

成分となり，以下で表される．

e[k + 1] = Ae[k] + Dw[k] (22)

更にフィードバック通信に失敗した場合は，制御機器への入力

値に不確実性が含まれるため，誤差成分は以下で表される．

e[k + 1] =

⎧⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎩

Ae[k] − pACK
FF [k]Bu[k] + Dw[k]

with a prob. of pACK
FB [k](1 − pACK

FF [k])

Ae[k] + (1 − pACK
FF [k])Bu[k] + Dw[k]

with a prob. of pACK
FB [k]pACK

FF [k]

(23)
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一方，STA モードを適用し（制御状態をフィードバックし），

フィードバック通信に成功した場合，コントローラ側は完全に

制御状態を知ることができる．一方失敗した場合は，ACKモー

ドのときと同様に推定するため，誤差も同様に表される．

e[k + 1] =

⎧⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎨
⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎪⎩

0 with a prob. of 1 − pSTA
FB [k]

Ae[k] − pSTA
FF [k]Bu[k] + Dw[k]

with a prob. of pSTA
FB [k](1 − pSTA

FF [k])

Ae[k] + (1 − pSTA
FF [k])Bu[k] + Dw[k]

with a prob. of pSTA
FB [k]pSTA

FF [k]

(24)

以下では，期間 L における誤差を E = [e[k + 1], e[k + 2],

· · · , e[k + L]]T とする．

4. 3 通信スケジューリングベクトルに応じたコスト
関数

期間 L の制御状態ベクトル X は，通信スケジューリングベ

クトル (予測期間に適用する通信モードと電力配分)に依存する

誤差ベクトル E と状態推定ベクトル X̃ を用いて X = X̃ + E

として与えられる．これを式 (19)に代入することで，通信スケ

ジューリングベクトルに依存したコスト関数を以下として求め

ることができる．ただし，時点 k における推定制御状態 (制御

状態の期待値)を x̃[k]とする．

Jk (U,M,Λ, x̃[k])

= E

[(
X̃ + E

)T
Q

(
X̃ + E

)
+ UT RU |M,Λ, x̃[k]

]
(25)

= E

[
X̃T QX̃ + ET QE |M,Λ, x̃[k]

]
+ UT RU (26)

式 (25) から式 (26) への展開では，誤差の平均が 0 であるため

(E [e[k + l]] = 0, (l = 1, · · · , L))，E

[
X̃T QE

]
= 0とした．

式 (26)の第 1項 E

[
X̃T QX̃ |M,Λ, x̃[k]

]
に着目する．X̃は

予測期間 L における制御状態の期待値であり，ある時点 k + l

における制御状態の期待値は前時点 (k + l − 1)の制御状態の期

待値と制御入力を用いて以下となる．

x̃[k + l] = Ax̃[k + l − 1]

+ (1 − pM
FF[k + l − 1])Bu[k + l − 1] (27)

更に L時点分を行列表現すると以下となる．

X̃ = Ax̃[k] + B′U (28)

A は式 (7) の A と同じであり，B′ は式 (7) の B をフィード

フォーワード通信路の通信成功確率で重み付けた行列であり，具

体的には B′ の ((l − 1) nx + 1) から lnx 行目 (l = 1, · · · , L)

を表す B′
(l) は以下として計算される．

B′
(l) =

(
1 − pM

FF[k + l − 1]
)
B(l) (29)

pM
FF は 3. 1章で述べたように期間 Lに適用される通信モードス

ケジューリングベクトルMと電力配分スケジューリングベクト

ル Λの関数として与えられる．結果，式 (28)を式 (26)の第 1

項に代入し整理すると以下となる．

E

[
X̃T QX̃ |M,Λ, x̃[k]

]
= E

[
(Ax̃[k] + B′U)T Q (Ax̃[k] + B′U)

]
= UT

(
B′T QB′)U + 2x̃[k]T AT QB′U

+ E

[
x̃[k]T AT QAx̃[k]

]
(30)

式 (30)の第 1, 2項は，期間 Lに適用される制御入力Uと通信

スケジューリングベクトルM，Λに依存するが，第 3項はそれ

らに依存しないため，式 (18)の最適化には影響しない．

次に式 (26) の第 2 項である E

[
ET QE |M,Λ, x̃[k]

]
に着目

する．この項は期間 L におけるコントローラ側の制御状態推

定誤差に起因する項であり，1) 制御入力が正しく入力されたか

(フィードフォーワード通信路の通信が成功したか) どうかによ

る不確実性，2) 制御機器に加わる外乱成分，3) 初期推定状態

x̃[k]に含まれる初期推定誤差 e[k]に起因する不確実性の三つの

要素に分解できる．つまり，以下として表現できる．

E

[
ET QE |M,Λ, x̃[k]

]
= fu(U,M,Λ) + fw(W,M,Λ) + fe0(e[k],M,Λ)

(31)

以下では，式 (31) の三つの項を具体的に求める．3. 1 章より，

予測期間 L における通信モードスケジューリングベクトルM

と電力配分スケジューリング Λを与えるとフィードフォーワー

ド通信路，フィードバック通信路の通信成否確率が決定する．こ

こで時点 k + l において前時点 k + l − 1に推定誤差が残る (残

差になる)確率を pM
3 [k + l]を定義する．ACKモードの場合は

必ず誤差が残り，STAモードの場合は通信エラーの場合に誤差

が残るため，以下と表せる．

pM
3 [k+l] =

⎧⎨
⎩

1 if M[k + l] = ACK

pSTA
FB [k + l] if M[k + l] = STA

(32)

まず最初に式 (31)の第 1項である fu(U,M,Λ)に関して述べ

る．この項は，制御入力がフィードフォーワード，フィードバッ

ク通信路の通信結果により推定誤差に影響を与える項であり，以

下で与えられる．

fu(U,M,Λ) = E

[
UT QuuU

]
= UT

E [Quu]U (33)

E [Quu]は以下である．

E [Quu] = diag (Quu[1], · · · , Quu[L]) (34)

Quu[l] = p′
uu(l)

L∑
n=l

(
AL−nB

)T
Q

(
AL−nB

)
· p′′

uu[l, n]

(35)

p′
uu[l] = pM

FB[k + l − 1]pM
FF[k + l − 1]

(
1 − pM

FF[k + l − 1]
)

(36)
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p′′
uu[l, n] =

L−n+l∏
m=l+1

pM
3 [k + m − 1] (37)

詳細は，文献（30）の付録を参照されたい．次に式 (31)の第 2項

fw(W,M,Λ) に着目する．この項は期間 L で選択される通信

モードや各通信路の通信エラーに起因して制御機器に付加され

る外乱成分が推定誤差に影響を与える項であり，以下で与えら

れる．

fw(W,M,Λ) = WT
wE [Qww]Ww (38)

Ww = [σw, · · · , σw]T ∈ R
Lnx×1 (39)

E [Qww] = diag (Qww[1], · · · , Qww[L]) (40)

Qww[l] =

L∑
n=l

(
AL−nD

)T
Q

(
AL−nD

)
· pww[l, n] (41)

pww[l, n] =

L−n+l∏
m=l

pM
3 [k + m − 1] (42)

最後に第 3項である fe0(e[k],M,Λ)に着目する．この項は，初

期推定状態 x̃[k]に含まれる誤差に起因して，予測期間 Lの状態

推定誤差に与える影響を表し，以下で与えられる．

fe0(e[k],M,Λ) = E

[
eT [k]Qe0e[k]

]
(43)

Qe0 =

L∑
l=1

((
Al

)T
QAl

)
· pe0 [l] (44)

pe0 [l] =

l∏
m=1

pM
3 [k + m − 1] (45)

式 (43)のとおり，一次点前 (k − 1時点)において，通信モード

が STAモードを選択し，かつフィードバック通信に成功した場

合は推定誤差がなくなる (e[k] = 0)ため，fe0(e[k],M,Λ) = 0

となる．誤差成分は累積するため，制御器が本項を計算するた

めには，正確なフィードバック情報をいつ受信したのか (STA

モードかつフィードバック通信に成功した時点)を記憶する必要

がある点に注意する．

式 (30)と式 (31)を式 (26)に代入し，整理するとコスト関数

は以下となる．

Jk (U,M,Λ, x̃[k])

= UT
(
B′T Q̄B + R̄ + E

[
Q̄uu

])
U + 2x̃[k]T AT Q̄B′U

+ WT
wE

[
Q̄ww

]
Ww + E

[
eT [k]Qe0e[k]

]
+ cnst. (46)

cnst. は最適化に無関係の定数項である．式 (46) より，予測期

間 L における通信モードスケジューリングベクトルM と電力

配分スケジューリングベクトル Λを与えるとコスト関数は制御

入力ベクトルUの二次の形式で与えられ，従来の二次計画法を

用いて最適化が可能である．通信モードは 2 モードであり，電

力配分を有限パターン (例えば，λ[k] ∈ {0, 0.1, · · · , 1}の 11パ

ターン)とすれば，混合整数計画法を用いることで制御入力と通

信スケジューリングベクトルを同時最適化が可能である．

5. 性 能 評 価

5. 1 想 定 環 境

適用する制御系は可制御性と可観測性を満たす系であれば可

能である．本章では，状態数と制御入力数に応じて最適化にか

かる計算量が増大する点，通信失敗が制御系に負の影響を与え

る不安定なシステムとする点を考慮して，以下の制御系を想定

する．

A =

[
1.19 0.08

0.22 0.89

]
, B =

[
1.75

0.9

]
, C = D = I2,

x[0] =

[
50

−50

]
, P = Q = I2, R = 1 (47)

A の固有値は eig(A) = (1.2402, 0.8398) となり不安定なシス

テムであるが，制御系 (A, B) は可制御である．観測行列 C と

外乱に掛かる係数行列 D は単位行列とする．つまり，センサは

制御状態全てを観測可能であり，外乱は各成分が同じ分散をも

ち，かつ独立とする．制御状態の初期値 x[0]を [50,−50]T，目

標値を [0, 0]T とし，これらはコントローラ側では既知とする

(x̃[0] = x[0], e[0] = 0)．最適化 (モデル予測制御)に用いる係数

行列 P , Q, Rは，適切な大きさをもつ単位行列とする．制御状

態の評価指標として，平均 2 乗誤差 E [|x[k]|22] を用いる．また

通信においては信号対雑音電力比を SNR = 10 log10PT /N0 と

し，PT をフィードフォーワード，フィードバック通信路におけ

る総送信電力 (PT = PM
FF +PM

FB)，N0を各通信路の平均雑音電

力 N0 = E[|nFF|2] = E[|nFF|2] = 1)とする．フィードフォー

ワード通信路で必要な伝送レートは適用する通信モード (ACK

モードまたは STA モード) に依存せずに RFF = 3 bps/Hz と

し，フィードバック通信路では ACKモード，STAモードそれ

ぞれの場合においてRACK
FB = 0.25 bps/Hz, RSTA

FB = 6 bps/Hz

とした．ACK/NACK は 1 ビットで表現可能ではあるが，送

信に関わるヘッダなどの必要性から上記の値とした．最適化

の計算量は，電力配分係数の取りうる値の数の予測期間乗で

(指数的に) 増加する．計算複雑度の観点から，以下では予測

期間中の ACK, STA モードにおける電力配分係数は一定，つ

まり λACK[k] = λACK[k + 1] = · · · = λACK[k + L − 1]，

λSTA[k] = λSTA[k + 1] = · · · = λSTA[k + L − 1]とする．そ

の結果，計算複雑度は O(2L × 2Nλ) となる．また，モデル予

測制御は予測期間に対して指数的に計算量が増加するため，予

測期間は L = 3とした．一般に，モデル予測制御の特性は予測

期間に応じて改善することが知られているが，ある程度の予測

期間がある場合は予測期間を延ばしたことによる改善効果は小

さいことが知られている．以下では，モデル予測期間を L = 3

とし，電力配分係数を λACK, λSTA ∈ {0, 0.1, 0.2, · · · , 1}とす
る．結果，計算複雑度は O(23 × 22)となる．
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図 2 電力配分係数，フィードバック情報，制御入力同

時最適化を行った方式の特性

5. 2 制 御 特 性

図 2 に電力配分係数，通信モード，制御入力を同時最適化し

た方式の特性を示す．図 2 上図において，赤と青の実線は制御

機器の各状態 (x[k]の各成分)を表し，緑点線はフィードフォー

ワード通信路の通信エラー発生時点 (箇所)，赤点線はフィード

バック通信路のエラー発生時点を表す．また下図において，青

実線は電力配分係数，赤点線は選択モードを表し，1 の場合は

STAモード，0の場合は ACKモードを表す．通信における (総

送信)信号電力対雑音電力比を SNR = 15 dBとし，外乱は平均

0，各成分が σ2
w = 1の大きさをもつ白色雑音とする．参考のた

め，各モード選択時のフィードフォーワード，フィードバック通

信路の通信失敗確率は次のとおりである．ACKモードを選択し

(M = ACK)，電力配分係数が λ = 0.1 のときの各通信路の通

信失敗確率は pACK
FF = 0.1157，pACK

FB = 0.0295 であり，STA

モードを選択し (M = STA)，電力配分係数が λ = 0.9 のとき

の各通信路の通信失敗確率は pSTA
FF = 0.6694, pSTA

FB = 0.6694

となる．ACKモードを選択した場合は，フィードバック通信路

の通信を高信頼にするだけでなく，送信電力をフィードフォー

ワード通信路へ多く配分できるため，フィードフォーワード通信

路の信頼性も高くでき，結果として制御入力を正しく送る確率を

高くする．一方，STAモードを選択する場合，フィードバック

通信路の通信に成功すればコントローラ側で正しい制御状態を

得ることが可能であるが，その信頼性は低くなる．本研究では，

通信誤りに起因する通信不確定性を通信設計により可変にするた

め，敢えて高めの誤り率を設定していることに注意してほしい．

コントローラ側では，初期制御状態を既知としているため，制御

初期 (k = 0～2)は ACKモードを選択し，制御入力を正しく制

御機器へ入力する動作を行う．ACKモードが連続 (k = 0, 1)ま

たはフィードバック通信が連続で誤る場合 (k = 2～4, 7～10)は

STAモードを選択し，正確な制御状態を得るような動作を行う．

更に制御終盤 (k = 17～) では，外乱に対して細かな制御をす

るためにコントローラ側で正確な制御状態が必要であり，STA

モードを多く選択する傾向がある．このように制御状態やコン

図 3 電力配分係数，フィードバック情報，制御入力同

時最適化を行った方式の平均 2 乗誤差特性

トローラ側での状態推定精度に応じて，通信モードと電力配分

を適応的に切り替える (柔軟に通信を設計する)ことが見てとれ

る．また，制御入力に関しても，フィードフォーワード，フィー

ドバック通信路の信頼性，更に推定制御状態の信頼性に応じた

制御入力を計算する．いい換えると，通信路の信頼性が低い場

合は，通信誤りが制御系に与える影響が小さくなるような制御

入力を与えるように動作する．このことから，制御だけでなく

通信の不確実性を考慮した設計を行っていることが分かる．

図 3 に信号電力対雑音電力比を SNR = 15 dB，外乱の分散

が小さい σ2
w = 0.01 場合と大きい場合 σ2

w = 1 における平均

2 乗誤差特性を示す．比較相手として，フィードバック情報を

STAに固定，若しくは ACKモードに固定し，送信電力配分の

みを適用した方式を用いる（29）．k = 8 時点付近まで，ACK 固

定モードの特性とモード切替の場合の特性差が小さい．これは，

制御初期段階においてコントローラ側の状態推定において制御

入力が正しく入力されたかどうか (フィードフォーワード通信路

が正しく通信したかどうか)が重要であり，なおかつ制御入力を

正しく送信する確率が高いことに起因する．しかし，制御中盤

から後半にかけ (k = 8～) 特性が発散していく．これは，制御

対象に加わる外乱成分がコントローラ側での状態推定誤差が累

加するため，正しい制御入力を計算できないためである．一方

STAモードに固定した場合，安定な無線制御を遂行するための

フィードフォーワード，フィードバック通信の信頼度がないた

め，特性が改善しない．それに対して，通信モードと電力配分

を適応的に切り替える方式では，制御を安定して収束させてい

る．ただし制御後半では，外乱の大きさと通信信頼度の関係で，

制御時間に対する制御特性の改善は飽和する．本稿では省略し

たが，通信路の状態が良い環境 (例えば SNR = 30 dB程度)の

場合，提案システムは STAモードを選択する割合が増え，通信

の最適化による改善効果は小さくなる（30）．

6. お わ り に

本稿では，無線ネットワーク化制御の中で最も基礎的な構造

をもつシステムにおける通信/制御同時最適化手法を紹介した．
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紹介した手法は，従来の平均などを指標にした通信の設計とは

異なり，各時点の (制御)状態に応じて通信を最適化し，更に制

御においても通信の不確実性を考慮した動作を行うことで，高

信頼な無線ネットワーク化制御システムが構築できることを示

した．しかし実用化の観点から，符号や変調，量子化，更には遅

延などを考慮した設計や通信規格 (例えば IEEE802.15.4や 5G

など)に適した設計などが今後必要不可欠であり，更なる発展が

期待できる．最後に，読者が無線ネットワーク化制御の分野に

興味をもち，通信と制御との融合分野を更に発展させることを

期待している．
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画像評価実験において気にすべきこと
Key Considerations for Image Evaluation Experiments

堀内隆彦 Takahiko HORIUCHI

アブストラクト ディジタル画像に対する処理結果に対しては，画像の圧縮性能や処理速度など，それぞれ目的に応じて様々な

客観的な評価規範が準備されている．その一方で，視覚的な快適さや美的評価など，人間の知覚や感性に関連した評価に対

する客観評価手法は研究の発展途上にある．そのため，それらの画像処理結果を評価するためには，主観評価実験，官能評

価実験や心理物理実験など，ヒトによる評価実験を実施して検証する必要がある．しかし，正しい方法で実験を実施しなけ

れば，誤った評価結果を導くこととなり，適切な実験設計と実施が重要となる．本稿では，観察者を対象に実施する画像評

価の実施において，注意すべきことについて解説する．

キーワード 画像評価，心理物理実験，実験設計，実験条件

Abstract Various objective evaluation criteria, such as image compression performance and processing speed, have been

established for digital image processing results depending on the purpose. Conversely, objective evaluation methods

related to human perception and sensitivity, such as visual comfort and aesthetic evaluation, are currently being devel-

oped. Therefore, it is necessary to conduct subjective evaluation, sensory evaluation, and psychophysical experiments

to evaluate the results of image processing. However, if these experiments are not executed correctly, they may yield

incorrect evaluation results; therefore, it is important to design and conduct appropriate experiments. In this paper, we

summarize the key considerations when evaluating images involving human observers.

Key words Image evaluation, Psychophysical experiments, Experimental design, Experimental conditions

1. は じ め に

ディジタル画像に対する処理結果に対しては，画像の圧縮性

能や処理速度など，それぞれ目的に応じて客観的な評価規範

が様々準備されている．例えば，画像の再現性には，画素ごと

の信号評価値として PSNR（Peak signal-to-noise ratio：ピー

ク信号対雑音比）が古くから用いられており，画像コンテンツ

の空間的な構造も考慮した評価値として，SSIM（Structural

similarity：構造的類似性）（1）などが用いられている．色の再現

性には，CIE (International Commission on Illumination：国

際照明委員会) が規定する ΔE76 や CIEDE2000（2），視聴環境

を考慮した iCAM06（3）や色の見えモデル CIECAM16（4）など

が用いられる．これらの評価では，主観的な要素を排除すること

によって，画像の品質や性能を客観的に測定することができる．

その一方で，画像刺激に対する視覚的な快適さ，美的評価，セ

マンティック評価，感情的反応など，人間の知覚や感性に関連

した評価に対する客観評価手法は研究の発展途上にある．これ
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らの領域では，複雑な高次情報処理を対象としていることが多

いことに加えて，観察者の個人的な経験やバックグラウンドに

よっても評価が変わり得ることが，客観的な測定を困難として

いる．そのため，それらの分野で画像処理結果を評価するため

には，主観評価実験，官能評価実験や心理物理実験などを実施

して検証する必要がある．しかし，正しい方法で実験を実施し

なければ，誤った評価結果を導くこととなり，適切な実験設計

と実施が重要となる．本稿では，観察者を対象に実施する画像

評価の実施において，「気にすべきこと」についてまとめる．本

稿では，特に実験の設計方法や実施方法に焦点を当て，解析方

法の解説は他書に譲ることとする．

2. 倫 理 指 針

画像評価を行うにあたって，実験目的を明確にした後に，その

目的を達成するための実験を設計することが重要となる．この

とき，実験可能な環境や設備を準備するなど，様々な制約条件を

考慮する必要があるが，この段階で「気にすべきこと」として，

ヒトを対象とする研究に関する倫理原則に従って計画する必要

があるということである．実験対象となるヒトのことを，以前は

「被験者」と称することが多かった．これは，英語の “subjects”

に対応しているが，この単語には歴史的に「臣下」という意味

があり，実験の実施者に対する下位者というニュアンスがある

ことが指摘された．そこで，“subjects”という単語を英語圏で
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控えるようになり，“participants” が用いられるようになって

いる．日本語の「被験者」には，そのような主従関係の意味はな

いという指摘もあり，現在でも使用されることもあるが，学会

によっては “participants” に対応する日本語として，「実験参

加者」を用いるように推奨している場合もある．本稿では，自

らの意思で積極的に実験に参加するという意味も含めて，実験

対象となるヒトのことを「実験参加者」という用語に統一して

用いることとする．

ヒトを対象とした実験のための倫理原則は，ニュルンベルク

綱領，ヘルシンキ宣言，ベルモント・レポートなどによって確立

されてきたものである．もともと，医学研究，生物医学などの

分野において制定されたものであるが，工学分野でもヒトを対

象とした実験において，

• 実験参加者の基本的人権と尊厳の尊重

• 堅固な科学的原則に基づいた研究計画

の原則を順守することが求められている．画像の評価において

は，これらの倫理原則で十分な検討が必要となる侵襲（実験参

加者の身体または精神に，傷害または負担が生じる）や介入（実

験参加者の健康に関する様々な事象に影響を与える要因の有無

または程度を制御する行為）について行う実験は特殊な場合に

限られるが，例えば画像評価においても，評価時間が長時間に

及ぶなどの過度な実験参加者の負担は避ける必要がある．その

ため，実験内容によっては，各研究機関において実験前の倫理

審査が求められ，審査番号の記載を求める学術論文も増えてき

た．実験を実施する段階になってから倫理的に問題が生じるこ

とのないように，実験設計の段階で十分に検討する必要がある．

また，画像評価実験においても，ヒトを対象とした実験を実

施する上で極めて重要となるのが「インフォームド・コンセン

ト」である．厚生労働省が発表している臨床研究に関する倫理

指針では，インフォームド・コンセントについて，以下のように

記されている（5）．

“被験者となることを求められた者が，研究者等から事前に臨

床研究に関する十分な説明を受け，その臨床研究の意義，目的，

方法等を理解し，自由意思に基づいて与える，被験者となるこ

と及び試料等の取扱いに関する同意をいう（原文の儘引用）”．

また，ベルモント・レポートでは，インフォームド・コンセン

トを構成する要素として，情報 (information)，理解 (compre-

hension)，自発性 (voluntariness)を挙げている．ぞれぞれの要

素の内容について，表 1にまとめる．

ここで述べられている「情報」とは，研究の方法・目的，リス

クと期待される利益，代替的な選択肢，質問や実験中止の機会

がいつでも実験参加者に提供されているという記述，実験参加

者の選択方法，研究責任者などを指している．実験では，これ

らの情報を実験参加者に正しく開示することが求められる．

「理解」の要素は，実験参加者の理解を妨げるような実験は避

けることを意味している．例えば，実験者の説明が早すぎる，実

験参加者が理解できない専門用語を多用する，情報を伝える方

法が複雑などである．実験参加者の知識レベルや年齢，国籍な

どを考慮して，分かりやすい説明を実施することが求められる．

「自発性」の要素は，実験参加者の意思決定に何らかの強制力

表 1 インフォームド・コンセントの構成要素

要素 内容

情報 以下の情報を実験参加者に正しく開示

・研究の方法・目的

・リスクと期待される利益

・代替的な選択肢

・質問や実験中止の機会がいつでも実験参加者に提供され

ているという記述

・実験参加者の選択方法

・研究責任者

理解 実験参加者の理解を妨げるような実験は避け，分かりやす

い説明を実施すること

自発性 実験参加者が自らの自由意思に基づいて自発的に参加する

こと

や不当な影響があってはならず，実験参加への正式な同意は，実

験参加者が自らの自由意思に基づいて自発的に参加することを

決定した場合に成立することを意味している．例えば，権威の

ある者が研究への参加を促したり，高額な報酬の対価として研

究への参加を提示することなどは避けなければならない．

このように，実験参加者は十分な「情報」を与えられた上で，

それを「理解」し，「自発的」に実験に参加することが求めら

れる．

3. 実 験 環 境

画像の評価実験環境の設計で「気にすべきこと」は，安定し

た環境下において，所望の色と明るさで，再現性のある画像表

示を行うことである．画像から得られる知覚は，様々な要因に

よって容易に変化し得る．そこで，それらの認知バイアスを可

能な限り排除し，目的とする評価が得られる実験環境の適切な

構築が必要となる．

3. 1 ディスプレイ特性

対象となる画像を表示するデバイスとして，実験目的に応じ

て適切な仕様のディスプレイを選定する必要がある．適切な仕

様とは，色域，最大輝度，コントラスト比，画素数，画素ピッ

チ，アスペクト比などのハードウェア特性である．色の鮮やか

さを評価するためには，幅広い色域のディスプレイが必要とな

るし，明るい部分から暗い部分まで，画像の詳細を評価するた

めには，コントラスト比の高いディスプレイが必要となる．画

像のテクスチャなどの再現評価には画素ピッチの細かなディス

プレイを選択するなど，評価対象に応じて選択する必要がある．

更に，視覚の時間特性を評価するための視覚刺激や動画像を表

示する場合には，画素値を切り替えてから描画が完了するまで

の時間経過において，発光体の応答速度，信号が入力されてか

ら表示されるまでの潜時のばらつき，書き換えの画面位置特性

などが対象となる．

画像を意図したとおりに正確に表示する手段として，古くか

らコンピュータ制御されたディスプレイが広く用いられてきた．

特に，CRTディスプレイは，色と明るさの正確性や時間特性が
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図 1 ディスプレイ輝度の時間変化

優れており，数十年にわたって画像評価を含めた視覚実験で利

用されてきた．近年では，液晶ディスプレイ（LCD）に代表さ

れる平面型のディスプレイが広く普及しており，画像評価にお

いても比較的安定した表示が可能となっているが，応答速度な

どの細かな諸条件は不安定で十分でないものも多く，注意が必

要である．

それらのディスプレイの仕様は，カタログ値として製品に記

載されていることが多いが，ディスプレイに個体差があること

に注意を払う必要がある．また，経年劣化により，様々な特性

が時々刻々と変化していることを理解した上で，所望の明るさ

や色が表示可能な状態であるかについて，実験前に測色計測に

よって確認・較正しておく必要がある．

3. 2 ディスプレイの設定

ディスプレイ特性が仕様を満たしていても，想定どおりの条

件に基づいた画像が常時ディスプレイに表示されているとは限

らないので，注意が必要である．

ディスプレイの設定において，まず「気にすべきこと」は，出

力輝度の安定性である．一般に，ディスプレイは電源を ON に

してから出力輝度が変動した後に，しばらく下降を続けてから

安定することが多い．そこで，あらかじめ輝度の時間変動特性

を計測しておき，安定するまでディスプレイを暖気運転してか

ら使用することが重要となる．図 1は，筆者の研究室のあるディ

スプレイの輝度の時間変化を示している．ディスプレイの電源

を ONにしてから，安定するまでに約 1時間を要していること

が分かる．早ければ数分で安定するディスプレイから，安定す

るまで 1時間以上を要するディスプレイもある．

次に，「気にすべきこと」は，ディスプレイの輝度の飽和であ

る．ディスプレイのコントラストや最高輝度の設定などに応じ

て，ディスプレイ輝度が途中で飽和してしまうことがある．例

えば，RGB の 8 ビットの出力において，図 2 のだ円部分に示

されるように，235～255付近で出力輝度値が変化しないことが

ある．このような設定のまま画像評価を実施すると，特に高輝

度部分で白つぶれなどのアーチファクトが発生し，適切な評価

を行うことができなくなる．そこで，各チャネルの高輝度部分

で飽和していないことを確認する必要がある．

そのほかにも，ディスプレイ上の白色基準によって，評価対

象の画像において異なる視覚効果を引き起こすことがあるた

図 2 輝度が飽和したガンマ特性

め，ディスプレイの白色点の色温度の設定などにも注意が必要

である．

3. 3 ディスプレイの較正

ディスプレイ上で再現される色や明るさは，ディスプレイ

RGB の原色点の特性とガンマ特性によって決定される．した

がって，sRGBや AdobeRGB などの標準規格に従ったディス

プレイ設定を行えば，それらを決定することができる．しかし，

一般のディスプレイでは，色度点座標やガンマ特性には許容誤

差があり，厳密性に欠ける．そこで，中間調を含めて，所望の

明るさや色を正しく表示するためには，ディスプレイの較正が

必須となる．

一般に，ディスプレイ特性に線形性が仮定されている場合，所

望の三刺激値 (CIEXYZ)を出力するための線形 RGB値は，次

式によって求められる．
⎡
⎢⎢⎣

R

G

B

⎤
⎥⎥⎦ = M−1

⎡
⎢⎢⎣

X

Y

Z

⎤
⎥⎥⎦ (1)

M =

⎡
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xR

yR

xG

yG

xB

yB

1 1 1
1−xR−yR

yR

1−xG−yG

yG

1−xB−yB

yB

⎤
⎥⎥⎦

·

⎡
⎢⎢⎣

YRmax
255 0 0

0
YGmax
255 0

0 0
YBmax
255

⎤
⎥⎥⎦ (2)

ここで，(xR, yR), (xG, yG), (xB , yB) は，8 ビット表現され

る R, G, Bをそれぞれ 255としたときの原色色度 CIExyであ

り，YRmax , YGmax , YBmax は，それらの原色色度の輝度である．

あらかじめ，ディスプレイの RGB 値と輝度値との関係（ガン

マ特性）を計測して Look-up Table (LUT) を作成しておくこ

とにより，式 (1) に示される線形 RGB 値から，ディスプレイ

の RGB値を導出することができる．

ただし，この較正方法が適用できるのは，ディスプレイの

RGB原色が独立であり，RGB輝度に対する加法性が成立して

いる（チャネル間にクロストークがない）ことに注意する．加

法性の確認は，RGBのガンマ特性の計測に加えてWのガンマ

特性を計測し，それらの特性が R + G + Bと一致することを検

証すればよい．加えて，ディスプレイの黒 (R, G, B) = (0, 0, 0)
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図 3 黒背景が明るい場合のガンマ特性

の輝度がほぼ暗黒であることを確認しておく．液晶スリットと

バックライトを組み合わせた構造である LCD などでは，図 3

のだ円部分に示されるように，無視できない程度の黒背景輝度

（いわゆるバックライト漏れ）を有することがある．その場合に

は，ディスプレイのカットオフの調整を行うか，あらかじめ計

測した黒背景の輝度をオフセットとして減算した後に，ガンマ

特性を算出する必要がある．

そのほか，ディスプレイ表面には，無視できない程度の空間

的なムラが存在することも多い．例えば，ディスプレイの左右

で輝度値が異なる場合，左右に並置して画像評価を行うことは，

誤った結果の導出につながる．このような場合，空間的にオフ

セットを与えて輝度値を補正するか，左右で画像を入れ替えて

複数回評価を実施する必要がある．

3. 4 画像刺激の準備

評価実験では，使用する画像や刺激の準備を十分に行い，一貫

性のある実験条件を保つことが重要である．例えば，視距離と

表示サイズの設計を行い，それらを一定に保つ必要がある．刺

激の表示サイズが異なる場合，知覚的な特性や評価結果に影響

を及ぼす可能性がある．したがって，参加者にとって適切な視距

離と表示サイズを設定し，それを統制することに注意する．そ

のため，事前に予備実験を実施し，実験目的に即した実験刺激

を選択することが望まれる．特に，画像の画素数，色空間，符

号化フォーマットなどに気を配り，アーチファクトなどの雑音

に影響を受けないように注意する必要がある．

例えば，国際電気通信連合無線通信部門 (ITU-R: Interna-

tional Telecommunication Union Radiocommunication Sec-

tor)では，例えば文献（6）の Part 1において，これまでの勧告

において扱ってきた様々なイメージングシステムにおける主観

評価の仕様についてまとめられている．主にテレビジョン映像

についてまとめられたものであるが，これらの表示パフォーマ

ンスの規格が存在している場合には，それらに従うことが望ま

しい．これらの勧告は，定期的に改訂・廃止されているため，最

新のバージョンや追加の改訂にも注意する必要がある．

3. 5 実験環境の制御

評価実験では，実験を実施する室内などの環境をコントロー

ルし，外部要因（照明，音，温度など）が結果に影響を与えない

ようにすることが，結果に信頼性を与え，客観的普遍性をもた

せるために重要となる．周囲の照明や反射を最小限に抑え，実

験参加者にとって疲労が少なく快適で，注意を散漫にさせない

環境が重要となる．特に，刺激の比較や差異の評価を行う場合

は，照明条件の統制が必須となる．

一貫性のある照明条件を確保するためには，実験室の照明の

照度，色温度，位置，分光分布などを適切に設計し，実験中に

制御する必要がある．特段，日常の照明環境などを模擬する必

要がなければ，暗室で評価する方法もあるが，実験前に暗さに

対する十分な順応時間をとることが必要となる．

4. 測 定 方 法

画像評価の測定方法は，評価の目的や規模，精度にあわせて

選定する必要がある．

4. 1 実験参加者の選定

実験参加者の選定において「気にすべきこと」は，実験参加者

の質と数である．普段から画像の評価項目を気にしている「玄

人」を対象にするのか，一般大衆として「素人」を対象とする

か，目的に応じて決定する必要がある．更には，常に安定して

評価できる（特定の刺激に対して，いつでも同じ評価値を下せ

る）ことも重要であるが，これについては解析段階で考慮する

こともできる．

実験参加者の人数も，統計的有意性を確保するために，適切

に決定する必要がある．また，分布も特定の母集団を対象とす

る場合は，その母集団が内包する特性を反映させるように心掛

ける必要がある．例えば，ITU-R BT.500-15（6）では，評価者

は 15 名以上の非専門家（日常業務として TV 映像の画質に関

わる業務に従事しておらず，評価経験が豊富でない人）とする

ことと規定されている．評価内容によっては，実験参加者の視

力，色覚を確認する必要があり，評価にあたって定められた視

距離を担保するために頭部固定のための顎台を用いることもあ

る．ただし，頭部固定による身体的拘束が結果に影響を及ぼす

場合には考慮が必要である．

4. 2 指示内容と訓練

実験参加者に対して，実験手続きに対する適切な指示と訓練

を提供することによって，実験の実施に際して理解度を確認す

る必要がある．実験の指示は，評価や回答に混乱がないように

十分に実験参加者に理解してもらう必要があるが，実験の詳細

な意図を伝えることによって，評価にバイアスを生じることも

ある．そのため，結果を誘導しそうな指示や説明は避ける必要

がある．

加えて，評価方法にキーボード入力などの特殊な操作が必要

となる場合には，ストレスなく操作して評価に集中するための

訓練を事前に実施することが望ましい．
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図 4 単一刺激法による測定フロー

図 5 二重刺激妨害尺度法による測定フロー

4. 3 評 価 方 法

測定手法は，目的や用途に応じて様々なものがある．ここで

は，代表的な 3種類について紹介する．

4. 3. 1 単一刺激法

国際電気通信連合電気通信標準化部門 (ITU-T: Interna-

tional Telecommunication Union Telecommunication Stan-

dardization Sector) では，ITU-T 勧告において，単一刺激

法を規定している（7）．この方法は Absolute Category Rating

(ACR)法とも呼ばれ，画像の品質評価に広く用いられる評価方

法の一つである．評価画像を一定間隔で表示させ，画質をMean

Opinion Score (MOS)として，リッカート尺度とマグニチュー

ド推定法を組み合わせた 5 件法などで評価する．この方法は，

評価順序に影響を受ける可能性があるため，提示順序をシャッフ

ルしたり，評価を複数回実施する必要がある．また，評価基準

となる画像が存在しないため，あらかじめ刺激となる画像群内

の変動範囲を示すなど，評価レンジが広がる工夫が必要となる．

図 4に，単一刺激法による測定フローをまとめる．

4. 3. 2 二重刺激妨害尺度法

基準画像と評価画像を連続表示し，基準画質からの劣化度を

5件法などで評価する手法である．品質評価の最初に必ずレファ

レンス映像を観視し，この映像品質を基準として続く評価映像

の品質を評価することから，順序効果を抑止する効果がある．ま

た，常に基準画像と比較することができるため，刺激間におけ

る特徴量の差が小さい評価対象においても，安定して評価結果

を得ることができる．図 5 に，二重刺激妨害尺度法による測定

フローをまとめる．

4. 3. 3 二重刺激連続品質尺度法

基準画像と評価画像の対を 2 回繰り返して表示し，双方の画

質の差分値を求める手法である．このとき，どちらが基準画像

であるかは順不同で知らされていない．この方法は，品質条件

がフルレンジで揃わないときに特に有効であり，基準画像と評

価画像の差と，評価画像の絶対品質を同時に評価することがで

きる．得られた評価値の差分は，0から 100%に正規化され，平

均化される．ただし，評価時間を要する問題があり，実験参加

者に対する倫理や疲労度を熟慮する必要がある．図 6 に，二重

刺激連続品質尺度法による測定フローをまとめる．

図 6 二重刺激連続品質尺度法による測定フロー

5. 実 験 事 例

本章では，画像評価の事例として，著者らが実施したディス

プレイのサブ画素配列が知覚的解像度に与える影響の実験（8），（9）

を紹介する．

一般的なディスプレイは RGB サブ画素配列を有するが，近

年では発光効率などの観点から，様々なサブ画素配列のディスプ

レイが登場している．サブ画素配列の違いによって，ディスプ

レイ上の知覚的な解像度が異なることが指摘されているが（10），

詳細は調べられていない．この画像評価実験では，RGBサブ画

素配列と構成色は同じだが，配列の異なるサブ画素配列を用い

て，知覚的解像度に差が生じることを検証した．

5. 1 実 験 刺 激

本実験では，ほかの実験環境を統制した中で，異なるサブ画素

配列からなる画像再現を実現する必要があった．実際に，異なる

サブ画素構造からなるディスプレイを準備した場合に，画素数，

ピッチサイズ，輝度，色度などをディスプレイ間で厳密に統制

することは困難である．そこで，この実験では，RGB画素配列

を有するディスプレイ本来の 12 × 12 画素を一つの仮想画素と

みなすことによって，種々の仕様を統制したまま，3種類のサブ

画素配列を模擬した．仮想サブ画素幅は，RGBは 4 × 12画素

(図 7 (a))，RGBWは 3× 12画素 (図 7 (b))，PenTile RGBG

は 8 × 12 と 4 × 12 画素 (図 7 (c)) とし，全ての仮想画素幅を

12に統一した．

実験刺激は，RGB，RGBW，PenTile RGBG の 3 種類の

サブ画素配列で構成され，それぞれ 75 本のタテ縞とヨコ縞

の計 6 種類の白黒の縞刺激とした．縞刺激としたのは，予備

実験を通じて，知覚的解像度の判断がしやすかったからであ

る．縞刺激の全形は，円形とした．3 種類のサブ画素配列の

白線輝度値が同等になるように，RGB と PenTile の画素値

は R (255, 0, 0)，G (0, 255, 0)，B (0, 0, 255) とし，RGBW

の画素値は R (212, 0, 0, )，G (0, 212, 0)，B (0, 0, 212)，W

(212, 212, 212) とした．また，刺激の端の縞において知覚さ

れるエッジが回答の手掛かりになることを防ぐために，刺激と

背景の境界部分にグラデーション処理を施した．このように，画

素配列の違いのみが結果に影響するように，極力評価に影響し

そうな可能性のあるそのほかの要因を排除するように刺激を設

計した．

5. 2 実 験 手 順

実験は，両眼視力が 1.0以上の実験参加者を対象に，暗室で実
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図 7 仮想サブ画素配列の構成

施した．知覚的解像度は視力に依存するため，実験参加者の視

力の統制は必須であった．ディスプレイと実験参加者間の視距離

は，ITU-R（11）が標準視聴距離として勧告している 30 cpd (cy-

cles per degree : 空間周波数)を基準にして，20 cpd (3.77 m)，

25 cpd (4.71 m)，30 cpd (5.65 m)，45 cpd (8.48 m)，60 cpd

(11.30 m) の 4 箇所とした．ここで，cpd は 1 仮想画素に対し

て計算している．各視距離で評価した刺激ペアは，サブ画素配

列が異なる同じ方向の縞のペア 12組と，左右同じ縞のペア 6組

の計 18組である．

毎回の実験前に，実験参加者は視力の変動を考慮して視力検

査を行い，その後ディスプレイに提示された背景色のグレー画

像を 3 分間観察することで，ディスプレイの明るさに順応し

た．このように，安定した評価のためには，視覚機能のチェッ

クを必要とした．実験参加者は，液晶ディスプレイ (ColorEdge

CG248-4K, EIZO) の左右に表示された円形の刺激ペアを実験

刺激として，各視距離で，より縞が鮮明に知覚された方を二者

強制選択法にて評価した．1回の評価が終わるたびに，グレー画

像に切り替えてから次の刺激を提示し，同様の流れを繰り返し

た．グレー画像に切り替えることによって，視覚特性やディスプ

レイの応答遅延などのデバイス特性によって生じる残像などの

効果をリセットしている．また，ディスプレイの輝度分布の不

均一性と心理的なバイアスを考慮して，ディスプレイを 180◦ 回

転させて同様の実験を行った．実験全体を通じて，評価は 2,304

回 (18組 × 16回 × 4視距離 × 2回転)行われた．

5. 3 実 験 結 果

実験結果より，ITU-R が推奨する 30 cpd の角解像度におい

ても，サブ画素配列によって知覚的解像度が異なることが示さ

れた．また，同じサブ画素配列をもつ同方向の縞の比較結果に

は，いずれの刺激ペアでも有意差は見られず，実験参加者の左

右の回答にバイアスはなく，回答の安定性も担保された．詳細

は，文献（8），（9）を参照されたい．

6. お わ り に

本稿では，主観評価実験，官能評価実験や心理物理実験など

によって画像の評価を行う際に，「気にすべきこと」として，倫

理指針，実験環境，測定方法についてまとめ，評価事例として

ディスプレイのサブ画素配列が知覚的解像度に与える影響の実

験を紹介した．

適切な方法で実施する主観評価は，統計学的範疇ではあるも

のの十分に信頼に足る結果を得ることができる．これまで，画

像の評価実験の実施に躊躇してきた諸氏の一助となれば幸いで

ある．

謝辞 本稿の執筆にあたり，有益なご示唆を頂きました成蹊
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tor, July 2022.

（8） M. Tanaka, D. Nakayama, T. Horiuchi, and K.

Masaoka, “An experimental study of the effect of sub-

pixel arrangements on subjective spatial resolution,”

Proc. SID Display Week 2020, SID Symposium Di-

gest of Technical Papers, vol.51, no.1, pp.1206–1209,

Aug. 2020.

（9） 中村奎太，田中緑，堀内隆彦，正岡顕一郎，“サブ画素配列が
知覚的解像度に与える影響の実験的検討，” 映像情報メディア
学会冬季大会講演予稿集，11D-3, Dec. 2021.

（10） D.M. Hoffman, C. McKenzie, B. Koprowski, A. Iqbal,

and N. Balra, “Aligning content rendering resolution

and feature size with display capability in near-eye

display systems,” J. SID, vol.27, no.4, pp.207–222,

March 2019.

（11） Recommendation ITU-R BT.2035, “A reference

viewing environment for evaluation of HDTV pro-

gram material or completed programmes,” ITU Ra-

diocommunication Sector, July 2013.

（IMQ 研究会案内，2023 年 8 月 31 日受付，　　

　 2023 年 9 月 12 日再受付）

堀内隆彦（正員：シニア会員）
1995 筑波大学大学院工学研究科早期修了．博士

(工学)．現在，千葉大学大学院工学研究院教授．同大

大学院融合理工学府イメージング科学コース長．国

際色彩学会 (AIC) 理事，日本色彩学会副会長などを

歴任．日本色彩学会論文賞受賞．視覚情報処理，知

覚・認知情報学の研究に従事．
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特集タイトル：
Special Section on Cellular Dynamical Systems
掲載誌：
NOLTA IEICE, 2024年 1月発行

電子情報通信学会NOLTA ソサイエティでは，非線形理論とその応用に関する国際シンポジウム“International Symposi-
um on Nonlinear Theory and its Applications”が毎年開催されており，近年ではセルラーダイナミクスとその応用に関する
特別セッションが企画されています．
本特集では，この特別セッションで発表された成果や，関連した cellular automaton, cellular array, cellular neural

network, grid-based dynamical system, pixel-based dynamical systemといった，セルラーダイナミクスの研究分野に
おける近年の研究成果を，科学的及び工学的側面に興味のある読者に向けて発信することを目的に企画されました．投稿された
全ての論文は，通常のNOLTA, IEICE の査読プロセスによって審査され，2編の招待論文と7編の一般論文が掲載されること
になりました．これらの論文は，セルラーダイナミクスの分野に精力的に取り組んでいる著者らの独創的な研究成果をまとめた
ものであり，J-STAGE（https://www.jstage.jst.go.jp/browse/nolta/）にて全て無料でアクセス頂けます．非常に興味深
い論文ばかりですので，ぜひご覧ください．
最後に，貴重な研究成果をご投稿頂いた著者の皆様，ご多忙にもかかわらず迅速に査読頂いた査読者の皆様，本特集号にご尽

力頂いたGuest Associate Editors の皆様，及びNOLTA編集委員の皆様に深く感謝申し上げます．

山仲芳和（正員）
2012長岡技術科学大学・工・電気卒．2017同

大学院博士課程修了，博士（工学）．同年宇都宮大学
工学部・助教，現在に至る．非線形力学を応用した
最適化アルゴリズムとその応用に関する研究に従事．
IEEE会員．
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研究会に行こう！
「研究会に行こう！」では基礎・境界ソサイエティの研究会などの様子を御紹介しています．

情報交換や懇親，新たな研究との出会いの場としてはいかがですか？

■バイオメトリクス研究会（BioX）
バイオメトリクスは，生体認証を基盤としてヒトやモノを認識・認証する様々な技術に関連する研究分野であり，PCやスマー

トフォンのログイン，オンライン決済の本人確認，施設の入退室や空港などでの出入国管理など我々の生活の中にも浸透してきて
おり，身近になってきました．
バイオメトリクス研究会では，センサ，デバイス，生体計測，信号処理，パターン認識，機械学習，セキュリティ，システム運

用や社会科学的な諸問題までといった，バイオメトリクス及び関連する認識・認証技術を広範に扱っています．複合領域の研究分
野のため，多岐にわたる研究会との共同開催を行っています．今後の活動は以下のようになっています．

開催月 開催地 テーマ 共催／併催
2024年 3月 未定 未定 クラウドネットワークロボット研究会（CNR）

2024年 5月（予定） 未定 映像・信号の処理・解析・AI
技術とその多分野応用

画像工学研究会（IE），信号処理研究会（SIP），メディア工
学研究会（ITE-ME），情報センシング研究会（ITE-IST）

2024年 7月 北海道
セキュリティ，一般
（セキュリティサマーサミット
2022）

情報セキュリティ研究会（ISEC），技術と社会・倫理研究会
（SITE），情報通信システムセキュリティ研究会（ICSS），
マルチメディア情報ハイディング・エンリッチメント研究会
（EMM），ハードウェアセキュリティ研究会（HWS），コン
ピュータセキュリティ研究会（IPSJ-CSEC），セキュリ
ティ心理学とトラスト研究会（IPSJ-SPT）

2024年 10月（予定）宮古島or 石垣島
（予定） バイオメトリクス一般

2024年 11月（予定） 未定 バイオメトリクスと認識・認証
シンポジウム（SBRA）

毎年 11月には，バイオメトリクス研究者が一堂に会する「バイオメトリクスと認識・認証シンポジウム（SBRA）」が開催さ
れています．SBRA では，招待講演，一般発表，ポスター発表に加えて企業講演（展示）があり，企業の研究者も多数参加頂い
ています．2022 年は，久しぶりの対面かつ初めて地方（富山）で開催することができ，コロナ前の活気が戻りつつあります．
2023年は場所を首都圏にもどし，成蹊大学で盛大に開催いたします．
バイオメトリクス研究は，異分野との接点が多いため，思いもよらない角度からのコメントをもらえることがあります．様々な

研究分野の方々のご参加を心よりお待ちしております．
高野博史（正員）
2002金沢大学大学院自然科学研究科博士後期課

程修了．現在，富山県立大学工学部知能ロボット工
学科准教授．博士（工学）．生体認証，画像情報処
理，ヒューマンセンシングに関する研究に従事．計
測自動制御学会，日本生体医工学会，日本神経回路
学会などの会員．

■高度交通システム研究会（ITS）
高度交通システム（Intelligent Transport Systems : ITS）は最先端の情報通信技術を用いて人と道路と車両とを一体のシス

テムとして構築することにより，渋滞の緩和，輸送効率の向上，安全性の向上，環境の保全を図る情報通信ネットワークと交通
ネットワークの統合システムです．ITS 研究会では ITS の実現に必要な情報通信，航行エレクトロニクス，測位測距，ネット
ワーク制御，情報セキュリティ，画像処理など諸技術の有機的な融合と体系化を行う場を各分野の研究者に提供し，情報交換・交
流を促進して ITS技術の進展に寄与することを目指しています．
高度交通システム（ITS）研究会では毎年 5回の研究会を開催しております．第 1回研究会（7月開催）は単独開催ですが，

第2回研究会（8月下旬～9月上旬開催）は情報処理学会，電気学会の ITS研究会と連催で研究会を開催しております．第3回
研究会（12月開催）では高信頼制御研究会，ワイドバンドシステム研究会と共催で，通信や制御をメインテーマとして，ITS技
術の議論を広く行っております．第 4回研究会（2月開催）では，画像工学研究会および映像情報メディア学会の三つの研究会
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と共同で研究会を開催しております．この研究会では ITS における画像処理をメインテーマとしております．第 5回研究会（3
月開催）は電気学会 ITS研究会と連催で開催しております．
2023 年度はハイブリッド開催を継続しておりますが，対面参加者の皆様により興味をもって頂けるようなイベントを検討・

実施しております．第 1回研究会（7月）では見学会（群馬大学次世代モビリティー社会実装研究センター），第 2回（8月），
第3回（12月）の研究会では招待講演などを企画しております．皆様の積極的な御参加・御投稿をお待ちしております．

高取祐介（正員）
2002 埼玉大学工学部電気電子システム工卒．

2004 同大大学院理工学研究科博士前期課程了，
2007 同大大学院理工学研究科博士後期課程了．
2007 東京理科大学工学部助教，2012 神奈川工
科大学工学部助教，2015同大准教授を経て現在に
至る．主として高度交通システムに関する研究に従
事．

■回路とシステム研究会（CAS）
回路とシステム研究会（CAS）では年5回の1種研究会を開催しておりほかの研究会との共催です．6月はVLSI 設計技術研

究会（VLD）と信号処理研究会（SIP）とシステム数理と応用研究会（MSS），10 月は非線形問題研究会（NLP），11 月は
MSS研と情報処理学会アルゴリズム研究会（IPSJ-AL），1月は安全・安心な生活と ICT 研究会（ICTSSL），3月はコミュニ
ケーションシステム研究会（CS）と共催です．また，12月は集積回路研究会（ICD）と 2種研究会を開催しています．研究会
では回路理論，システム理論の基礎研究から応用研究まで幅広く研究者が集まり，研究交流・意見交換ができるのがCASの魅力
です．
COVID-19 により様々な制限があった一方で，取り扱うテーマの議論が深まり 2022年 5月に CASで取り扱うテーマを整

理いたしました．また，研究会のオンライン及びハイブリッド開催への対応も可能になりました．直近の研究会では懇親会が開催
できるようになっています．CASでは時代の流れとニーズにアジャイルに対応しています．なお，詳しい活動の情報は https://
www.ieice.org/ess/cas/にありますので，ご要望がありましたらお知らせください．皆様のご参加を心よりお待ちしています．
研究会でお会いしましょう．

https://www.ieice.org/ess/cas/

鈴木寛人（正員）
2004 豊橋技科大・工・情報卒．2006 同大大

学院情工・修士課程了．2009同大学院電情・博士
課程了．博士（工学）．2009 ルネサステクノロジ
入社．現在ルネサスエレクトロニクス所属．データ
コンバータおよびセンサ IF 向け信号処理回路の開発
に従事．2023回路とシステム研究会幹事．

■システム数理と応用研究会（MSS）
システム数理と応用（MSS）研究会は，システム数理科学の基礎理論や，それを基盤とした解析，設計，検証，制御の手法に

関する研究を推進しています．MSS研究会の最近のホットトピックと今後の予定をお知らせします．

●設立10周年記念 歴代研究専門委員会委員長によるパネルディスカッション

2023 年 1 月の研究会では，MSS 研究会と研究専門委員会（以下，研専）の設立 10 周年を記念して，尾崎敦夫 第 6 代
MSS 研専委員長の呼びかけにより，歴代の MSS 研専委員長によるパネルディスカッションを開催しました．写真は歴代の
MSS研専委員長を中心とした記念写真です．これまでの研究会活動の振り返りと，次の10年を見据えた今後の展望及び進むべ
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き方向性について討論されました．これまでの振り返りとしては，名称変更や取り扱うテーマの拡大が，コンカレント工学
（CST）研究会以外の他分野からの発表やMSS研専委員の獲得に成功し，有益であったという認識で一致しました．また，今後
については，更なる発展を目指し，節目節目に求められる技術やその動向を確認・検証し，世の中のニーズに沿うように研究会の
進むべき方向，扱うべき研究分野を見直すべきであるという提言がなされました．これを受けて，2023 年 6 月にMSS 研専
は，ロードマップを見直すワーキンググループを発足し，検討を始めたところです．

設立 10周年記念 歴代研究専門委員会委員長によるパネルディスカッション後の記念写真

●今後の予定

2024 年 1月，金沢市にて情報処理学会ソフトウェアサイエンス（SS）研究会と合同研究会を共催します．また 3月に都内
にて非線形（NLP）研究会と合同研究会を共催予定です．3月研究会では恒例のWork In Progress（WIP）セッションを開催
します．このセッションは，学部・修士課程の学生さんを対象に，自身の研究課題を学外に広げ，関連の研究者と議論を深め，今
後の研究活動に活かしてもらうことを目的としています．表彰制度もありますので，我勝ちにチャレンジして下さい．更に 3月
に広島大学で開催される総合大会では，企画セッション「量子コンピューティングとシステム数理科学のフロンティア」を開催し
ます．国立情報学研究所 河原林健一教授をはじめ第一線の講師陣をお招きし，量子コンピューティングの基礎原理や最新の進展，
システム数理科学の応用分野での挑戦について議論します．ぜひご参加ください．

山口真悟（正員：シニア会員）
1992 山口大・工・電子工卒．1994 同大学院

工学研究科博士前期課程了．1997同大学院理工学
研究科博士後期課程を退学し，同大学工・助手．博
士（工学）．現在，同大学院創成科学研究科教授．
2021 から同大学情報・データ科学教育センター
長．システム数理科学やサイバーセキュリティの研
究に従事．2007米国イリノイ大シカゴ校訪問研究

員．2017～2019 IEEE Consumer Electronics Society BoG.
2023からシステム数理と応用研究専門委員会委員長．

■思考と言語研究会（TL）
本研究会では，人間の知能の根幹に深く関わる思考と言語の本質と人間による思考と言語の運用を探求し，教育・学習・福祉と

の関係性を追求しつつ工学的応用の可能性を検討しています．話題のテーマを新たに掲げ，常に探究の幅を広げています．
2019年度からは「芸術と言語」を主たるテーマとした研究会を始めたほか，2021年度からは「言語景観・言語接触・言語変
化」をテーマとし，NLP との関連でのテーマセッションも行いました．2022 年度は昨今話題の「メタバース」を中心として，
関連する「ナラティブ・前提の共有と操作・言語と学習」をテーマとした研究会を始めたところです．更に，2022 年度から
2023年度前半の研究会を通して「エージェントと環境との意味的インタラクション」が全ての話題を貫く視点であるという認
識を共有するに至りました．
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2020 年度から引き続き，2021 年度・2022 年度もオンラインでの開催が中心となりましたが，委員の方々のご尽力によ
り，全国各地から様々な方にご参加頂き，とても充実した研究会を実施できました．2023年度もオンライン・ハイブリッドで
「省察を通した学び」，「メタバース」，「ナラティブ」，「人間の心的特性に寄り添った学習環境のデザイン」，「芸術と言語」，「場の
共創」，「場の創発」，「意味の創発」，「創発とイノベーション」，「人間の言語処理と学習」，「通訳翻訳」，「ホスピタリティコミュニ
ケーション」，「言語景観」，「言語接触」，「言語の学習」，「言語と学習」，「知識・概念・語彙とその構造」，「assistive language
tools」，「generative AI」などの多彩なテーマで研究会を実施する予定です．皆様のご発表・ご参加を心よりお待ちしています．

第1回2023年 6月10日（土）ハイブリッド開催（主：オンライン，副：愛媛大学）
省察を通した学び，メタバース・ナラティブ，人間の心的特性に寄り添った学習環境のデザイン

第2回2023年 9月10日（日）ハイブリッド開催（主：オンライン，副：函館工業高等専門学校）
芸術と言語，場の共創・創発とイノベーション，知識・概念・語彙とその構造

第3回2023年 9月30日（土)～10月 1日（日）東京大学駒場キャンパス
人間の言語処理と学習

第4回2023年 12月 23日（土）（予定）ハイブリッド開催（主：オンライン，副：国立清華大学）
通訳・翻訳，assistive language tools，場の共創，場の創発，ホスピタリティコミュニケーション，言語景観，言語接触，言
語の学習，意味の創発

第5回2024年 3月4日（月）（予定）ハイブリッド開催（主：オンライン，副：国立清華大学）
assistive language tools, generative AI，知識・概念・語彙とその構造，言語景観，言語接触，意味の創発，言語の学習，言
語と学習，通訳・翻訳，場の共創，場の創発，メタバース・ナラティブ

森下美和（非会員）
2011神戸大学大学院国際文化学研究科博士後期

課程修了，博士（学術）．2015 神戸学院大学グ
ローバル・コミュニケーション学部准教授．日本人
英語学習者の言語運用に関する心理言語学的研究，
通訳・翻訳と異文化コミュニケーションやホスピタ
リティ教育などに従事．

■安全・安心な生活と ICT研究会（ICTSSL）
2023 年は異常気象が全世界的に猛威を振るい，大規模な豪雨や洪水，干ばつ，森林火災などが至るところで発生しました．

日本も2023年の夏は，災害級の猛暑となりました．2023年 2月と9月には，トルコ・シリア地震，モロッコ地震が発生し，
多数の死傷者が出ました．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の感染拡大はようやく終息したようですが，日本では例年
より早くインフルエンザが流行するなど，まだまだ混乱が続いている状況です．また，国家間の紛争やテロ，銃撃事件，小さな子
供が犠牲となる事件・事故なども連日ニュースで報道される状況が続いており，安全・安心な社会の実現に対する期待が高まって
います．安全・安心な生活と ICT 研究会は，「安全・安心社会の実現」に ICT が果たす役割について議論，情報交換，相互啓発
し，ICTを真に役立つものとするために学際的な研究・開発を促進することを目的としています．
本研究会は 2016 年度から活動を開始しましたが，前身となる第三種研究会が発足したのが 2009 年ですので，そこから数

えると10年以上の歴史があります．本研究会が主として想定している研究分野は以下の三つです．

・安全・安心な生活に役立つことを目的とした情報通信技術
・安全・安心な生活に役立つことを目的とした社会科学分野
・通信，電気，道路，鉄道などの安全・安心な生活のために必要な社会インフラ設備に関する保全・管理・運用技術

このように，学際的な分野を対象としており，毎回の研究会でも多岐にわたるテーマの発表が行われています．発表に関する表
彰として，優秀研究賞，研究奨励賞（学生・若手研究者対象），安全・安心ベストプラクティス賞（現場での実証や事例に関する
研究を奨励するための賞）を設けています．
研究会は例年5月，7月，10月，1月に開催されています．今年度は5月に越後湯沢（湯沢東映ホテル），7月に熊本（東海
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大学阿蘇くまもと臨空キャンパス），10月に福岡（福岡大学：IN 研究会，電気学会SMF研究会と連催）で開催し，それぞれ招
待講演を含めて12件，11件，11件の発表がありました．いずれもハイブリッド開催でしたが，昨年度と比較して現地参加者
の割合が大きく増加しており，今年度からは懇親会も復活しました．2024 年 1月の研究会は平塚（東海大学湘南キャンパス）
でCAS研究会と共催で開催を予定しています．本研究会の最新情報は，下記のホームページをご覧ください．

https://ken.ieice.org/ken/program/index.php?tgid=IEICE-ICTSSL
https://www.ieice.org/ess/ictssl/

内田 理（正員）
1995 明大・理工・電子通信工卒．1997 北陸

先端大・情報科学・博士前期課程了．2000 電通
大・情報システム学・博士後期課程了．博士（工
学）．同年，神奈川工科大助手．2002 東海大・講
師．現在，同教授．災害情報処理に関する研究に従
事．2012 画像電子学会 学会活動貢献賞．IEEE，
情報処理学会，画像電子学会，人工知能学会，言語

処理学会，日本災害情報学会，地理情報システム学会，日本災害医学会，
地域デザイン学会各会員．

■ハードウェアセキュリティ研究専門員会（HWS）
ハードウェアセキュリティ研究専門員会（HWS）は，2018 年 4月から常設の研究専門委員会となり，前身の時限研専・特

別研専を含めて約 7年半にわたり研究会およびフォーラムを開催してきました．HWSでは，ハードウェアセキュリティに関す
る最新の幅広い研究内容（例えば，各種暗号の設計・実装，ハードウェアやシステムへのサイドチャネル攻撃・耐タンパ性，ハー
ドウェアの真贋性判定・トロイ検出，計測機器への攻撃と対策）の議論を行っています．また，次世代を担う若手研究者・学生の
育成を目指し，若手優秀賞などの選定を行い，研究分野の活性化に努めています．更に，合同研究会も多く開催しており，情報セ
キュリティ研究専門委員会（ISEC），情報通信システムセキュリティ研究専門委員会（ICSS），VLSI 設計技術研究専門員会
（VLD），集積回路研究専門委員会（ICD）などとの連携活動を通じて，融合領域であるハードウェアセキュリティ分野において
関連分野の専門家からの意見を取り入れる仕組みを作っています．
2023年度の活動は次のとおりです．

2023年
4月 HWS研究会（大分県／由布院）
5月 LSI とシステムのワークショップ2023共催（東京大学）
7月 セキュリティサマーサミット2023（第18回研究会）共催
9月 電子情報通信学会・ソサイエティ大会

10月 HWS研究会（三重県／伊勢市）共催
12月 ハードウェアセキュリティフォーラム2023（ソニーシティみなとみらい）

2024年
1月 暗号と情報セキュリティシンポジウム2024協催
3月 HWS研究会（沖縄県）共催
3月 電子情報通信学会・総合大会での企画セッション（広島県／広島大学）

最新の情報は研究会のWeb（https://www.ieice.org/ess/hws/）で発信していきます．多くの皆様のご発表とご参加をお
待ちしております．

【HWS研専 問い合わせ先・連絡先】hws-sec@mail.ieice.org
山本弘毅（正員）
1992北海道大学卒．半導体製造会社，通信機器

設計会社を経て，2001 ソニー LSI デザイン入社，
2022 ソニーセミコンダクタソリューションズ転
籍，シニアセキュリティエキスパート．半導体セ
キュリティアーキテクチャの開発などに従事．
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■VLSI 設計技術研究会（VLD）
VLD（VLSI 設計技術研究会）は，集積回路の設計手法やアーキテクチャ，自動設計や検証に関連するアルゴリズムの基礎理論

から実際の設計適用に至るまで，幅広い研究を推進しています．VLD研究会では，企業と大学が密接に協力し，産業界と学術界
の両方の視点から研究の方向性を議論する場を提供しています．特に，最近では TSMCの熊本進出を受けて，日本半導体業界の
再興が話題となり，研究会の活気を高めています．
2023年 9月 12日から 15日まで，名古屋大学で開催されたソサイエティ大会では，VLDが依頼したシンポジウム「VLSI

ハードウェア設計者と教育～半導体大競争時代を生き抜くには～」が 9月 12日に開催されました．ここでは，日本のシステム
LSI 分野での挫折と復活の兆し，海外顧客の増加，熊本大学における半導体人材育成プログラムと高専との連携，3ナノメートル
設計技術の進展，アナログ設計の最適化，新たな教育プログラム，更には日本の学生が世界市場で競争するための課題についての
紹介が行われました．
2023年 11月 15日から 3日間，くまもと市民会館シアーズホーム夢ホールで，DC研究会，ICD 研究会，RECONF 研究

会と共催，情報処理学会 SLDM研究会と連催して「デザインガイア 2023」が開催される予定です．デザインガイアは，VLD
の活動の中で最大規模の研究会であり，1997年の第1回開催以来，毎年秋から初冬にかけて行われています．この名称は，第
1回の会場である宮崎のシーガイアに由来しています．
更に，2024年 2月 28日から 3月 2日にかけて，沖縄県那覇市でHWS研究会，ICD 研究会と共催で研究会を開催する予

定です．この会では，学生による卒業論文や修士論文のテーマが多数発表され，毎年多くの参加者で賑わいます．

~VLDホームページ http://www.ieice.org/~vld/
中武繁寿（正員）
1992 東工大工学部電気電子卒．1994 JAIST

情報科学研究科博士前期課程修了．1999 東工大・
博士（工学）取得．組合せアルゴリズム，機械学習
ハードウェア設計などの研究に従事．IEEE，情報処
理学会各会員．2023より VLSI 設計技術研究専門
委員会委員長．

■イメージ・メディア・クオリティ研究専門委員会（IMQ）
イメージ・メディア・クオリティ（IMQ）研究専門委員会は，2004年に時限研究専門委員会として発足し，2011年に専門

委員会設立となりました，2023 年は発足後 20 年めの年にあたります．この間，メディアは，質・量ともに加速的に発展し，
社会変化に応じて，利用の形態も多様化いたしました．本委員会は，イメージの取得，伝送，蓄積，表示，生成などの様々な分野
で扱われているイメージメディアについて，横断的な議論を行う場として活動を行っています．イメージメディアが社会基盤と
なっている現在において，イメージメディアの品質の向上について，重要性が一段と高まっています．その評価に関して，先人の
知見を継承し，人材の交流・育成を進めることは，本委員会の重要なミッションです．
具体的な活動として，毎年，約 5回の研究会を開催しています．2023 年度では，首都圏で 2回，他地域で 3回開催を予定

しています．2012 年度からは，メディアエクスペリエンス・バーチャル環境基礎研究会（MVE），画像工学研究会（IE）との
共催，コミュニケーションクオリティ研究会との併催として，3月研究会を開催しています．2013年度からはヒューマン情報
処理研究会（HIP）と 7月研究会を共催しています．また，本年度は2024年 2月に，大阪大学にて「第12回イメージメディ
アクオリティとその応用（IMQA）国際ワークショップ」を開催いたします．開催に向けて準備を進めています．研究会，国際
ワークショップともに，多数の皆様のご参加をお待ちしております．
2023度の予定は，以下のとおりです．

研究会
2023年 5月19日 成蹊大学
2023年 7月28日 札幌市立大学（HIP共催）
2023年 10月 20日 筑波大学
2023年 12月 22日 富山大学
2024年 3月13日から15日 沖縄（MVE，IE 共催，CQ併催）

国際ワークショップ
2024年 2月27日，28日 IMQA2024大阪大学
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最新の情報は，Webページをご参照ください．
~https://www.ieice.org/~imq/

工藤博章（正員）
1991 名大・工・電気卒．1996 同大学院工学

研究科博士課程後期課程了．同年名大・工・助手．
現在，同大学院情報学研究科准教授．視覚情報処理，
コンピュータビジョンなどの研究に従事．博士（工
学）．
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国際会議開催報告
International Workshop on Security

（IWSEC2023，セキュリティに関する国際ワークショップ，https://www.iwsec.org/2023）
情報セキュリティ大学院大学（IISEC），神奈川県横浜市／オンライン

2023年 8月29日～8月31日

2023 年 8 月 29 日から 8 月 31 日までの 3 日間，電
子情報通信学会情報セキュリティ研究会（ISEC）と情報処
理学会コンピュータセキュリティ研究会（CSEC）の共同主
催によるThe 18th International Workshop on Security
（略称 IWSEC2023）が開催されました．今回の会場は神
奈川県横浜市にある情報セキュリティ大学院大学で，Zoom
を用いたオンラインと併せてハイブリッド形式での開催とな
りました．
本会議の 1テーマであるカードベース暗号分野は過去か

ら一貫して注目を浴びており，今年も優れた成果が発表され
ました．更に，最近では NIST 主導の耐量子計算機暗号の
標準化プロジェクトの一環として，新しい署名方式の提案と
その評価が始まっており，これらの新しい提案に対する暗号
解析が重要になっています．ISEC と CSEC では，本ワー
クショップを通じて日本における情報セキュリティ研究の一
層の発展と国際化，及び，国際貢献に向けた活動を行ってい
ます．
今回のワークショップはシングルセッションで実施され，

国内外から情報セキュリティに関する多様な成果が報告され
ました．全体のタイムテーブルは表 1のとおりです．三日
間にわたり，合計14本の論文（採択率29.7%）と10件
のポスターが発表されました．
発表テーマは，カードベース暗号，システムとハードウェ

アセキュリティ，共通鍵暗号，ゼロ知識証明，共通鍵暗号な
ど，幅広い分野に及びます．その中で特に優秀な論文が一般
部門と学生部門から選ばれベストペーパー賞として表彰いた
しました（表2，写真1，写真2）．また，ポスターセッショ
ンでは多彩な研究テーマに関して，発表者と参加者の間で熱
い議論が行われ，参加者の投票により二つのポスターを選出
し，優秀ポスター賞として表彰いたしました（表 3，写真
3，写真4）．
また，日本を含め 9 か国から計 102 名（うちオンライ

ン参加者 12 名）の参加があり，国際色豊かな会議となり
ました．会場内だけでなく，オンラインの参加者も交えて活
発な議論や意見交換が行われました．なお，本会議で発表さ
れた論文はSpringer 社から Lecture Notes in Computer
Science シリーズとして発行されています．
会議の前日には，「iPWS Cup」というデータ匿名性コン

ペティションが行われました．
そして本会議初日には，基調講演としてアメリカ国立標準

技術研究所（NIST）の Meltem Sonmez Turan 氏をお迎
えし，“Standardization of Ascon Family” と題して，
NIST による軽量暗号の標準化過程の現状と今後について解
説して頂きました．また，基調講演として，ニューサウス

ウェールズ大学の Gernot Heiser 氏を迎え，“Provable
Security for the Real World” という題目でオンライン講
演が行われました．そこでは，実装の正確性の証明が担保で
きる世界初のオペレーティングシステム（OS）カーネルで
ある seL4 に対して，その関連研究や技術の展開を容易に
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表 1 IWSEC2023 のタイムテーブル

8/28
15 : 00～18 : 00 iPWS Cup

8/29
09 : 40～10 : 40 Keynote Talk（Meltem Sonmez Tur-

an 氏）
11：00～12：00 Session : Card Based Cryptography

（2件）
14：00～15：00 Keynote Talk（Gernot Heiser 氏）
15：20～16：20 Session : System and Hardware Se-

curity（2件）
16：20～18：00 Poster Session
19：00～21：00 Welcome Reception

8/30
09 : 00～10 : 00 Keynote Talk（Kris Shrishak 氏）
10：30～12：00 Session : Public Key Cryptography 1

（3件）
13：20～13：50 Session : System and Hardware Se-

curity（1件）
14：00～15：00 Session : Public Key Cryptography 2

（2件）
15：20～16：20 Session : Zero Knowledge Proofs

（2件）
16：40～18：25 SCIS/CSS Session（7件）
19：00～21：00 Banquet（Award ceremony）

8/31
09 : 00～10 : 00 Session : Symmetric Key Cryptogra-

phy（2件）
10：20～11：35 SCIS/CSS Session（5件）
11：35～11：45 Closing
12：30～18：00 Excursion

表 2 優秀論文（Best Paper Award, Best Student Paper Award）

一般部門（Best Paper Award）
- Miguel Ambrona, Marc Beunardeau, Anne-Laure
Schmitt and Raphael Toledo : “aPlonK : Aggregated
PlonK from Multi-Polynomial Commitment Schemes”
学生部門（Best Student Paper Award）
- Hiroki Furue and Yasuhiko Ikematsu : “A New Security
Analysis Against MAYO and QR-UOV Using Rectan-
gular MinRank Attack”



する研究について紹介頂きました．
つづく 2日めには，Irish Council for Civil Liberties の

Kris Shrishak 氏による“PETs : Promise, expectation,
hope, and reality” と題した基調講演が行われました．こ
の講演では，プライバシー保護を強化する技術（PETs）に
関する研究内容と普及・運用・リスクについて解説して頂き
ました．
最終日には，IWSEC2023に外国の参加者に対して「鎌

倉ハーフデイツアー」というエクスカーションを主催し，高
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表 3 優秀ポスター（Best Poster Awards）

ポスターセッション（Best Poster Award）
- Mine Arai, Naoto Yanai and Goichiro Hanaoka : “KOTO
Crypto : Educational cryptography with the Koto”

- Hyuna Noh, Eunmin Lee, Minju Lee, Suhri Kim and
Joohee Lee : “Security Analysis on KpqC Round 1
Lattice-based Algorithms Using Lattice Estimator”

表 4 実行委員会の構成

General
Co-Chairs

花岡悟一郎
千田浩司

産業技術総合研究所
群馬大学

Program
Co-Chairs

四方順司
葛野弘樹

横浜国立大学
神戸大学

Poster
Chair

矢内直人 大阪大学

Publication
Chair

峯松一彦 NEC

Local
Organizing
Committee

藤岡 淳
Yujie Gu
橋本正樹

Hyungrok Jo
掛井将平
神橋基博
桑形 愛
三村 守
村崎康博
長根貴之
中林美郷
中井雄士
佐竹翔平
品川和雅
須崎有康

Yuntao Wang
渡邉洋平
Sven Wohlgemuth
山下恭佑

神奈川大学
九州大学
情報セキュリティ大学院
大学
横浜国立大学
名古屋工業大学
三井住友銀行
産業技術総合研究所
防衛大学校
日本放送協会
産業技術総合研究所
NTT
豊橋技術科学大学
熊本大学
茨城大学
情報セキュリティ大学院
大学
大阪大学
電気通信大学
SECOM
大阪大学

写真 1 Best Paper 表彰

写真 2 Best Student Paper 表彰

写真 3 Best Poster 表彰

写真 4 Best Poster 表彰



徳院，報国寺，鶴岡八幡宮などの観光名所を訪れ，日本の伝
統文化を体験する機会を提供いたしました．
IWSEC2023を運営する実行委員会は，表4に示す産学

と国外からの計25名により構成されます．
IWSECは，情報セキュリティ分野における日本の研究の

一層の発展と国際貢献を目的として，毎年日本で開催されて
います．2024 年は 9月 17日～9月 19日に京都での開
催を予定して計画が進められています．皆様の論文のご投
稿，ご参加をお願い申し上げます．

Jo Hyungrok ジョ ヒョンロク（正員）
平 25 釜山大・理・数理修士課程了．平 27 九

州大・数理学博士課程入学．平 29 博士号取得．
同年東大の特任研究員，令元筑大の研究員在任．
令 3から現在まで，横国大の特任助教在任．主に
耐量子計算機暗号，グラフベース暗号方式の研究
に従事．
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国際会議開催報告
2023 International Workshop on Smart Info-Media Systems in Asia

（SISA2023，スマートインフォメディアシステム国際ワークショップ・イン・アジア）
https://www.ieice-sisa.org/

Hybrid Conference
On-site : Okinawa Prefectural Museum and Art Museum, Naha, Okinawa, Japan

2023年 8月31日，9月1日

2023 International Workshop on Smart Info-Media
Systems in Asia（SISA2023）が 2023 年 8 月 31 日
～9月 1日の 2日間にわたってオンラインにて開催されま
した．
SISA は新しいメディア情報技術並びにスマートシステム

に関する国際ワークショップとして企画され，前身である
SISB（Smart Info-Media Systems in Bangkok）から数
えて今回で 17 回めの開催となります．アジア地域におけ
る若手研究者の育成・交流促進・奨励を志向し，開催地を日
本と海外（アジア）で交互に変えながら毎年開催していま
す．2020～2022 年の 3年間は，新型コロナウイルス感
染症（COVID-19）の影響で，完全オンラインの開催とな
りました．今年はCOVID-19の行動規制緩和を受け，沖縄
県立博物館・美術館での現地開催とオンラインとのハイブ
リッド開催とすべく準備を進めて参りました．4 年ぶりに
現地を含む開催で大変楽しみにしていましたが，ワーク
ショップ開催直前の 8月 28 日に台風 11 号が発生し沖縄
本島直撃の予報を受け，残念ながら開催 2日前の 8 月 29
日に急遽，完全オンライン開催とすべく方針を変更しまし
た．結果的に今年を含めて 4 年連続のオンライン開催とな
りましたが，これまでのオンライン開催の経験を有効に活か
すことができ，急な変更にもかかわらず，ワークショップを
順調に運営することができました．
SISA2023のプログラムは，基調講演，特別セッション

並びに一般セッションから構成されます．基調講演では琉球
大学の和田知久教授並びに Yahoo! JAPAN の杉山昭彦氏
にご講演頂きました．和田教授からは“Underwater

Acoustic Communication and Underwater Position-
ing towards the Promotion of Marine Industry in
Okinawa”と題して，沖縄の海洋技術開発分野に関連して
水中無線通信技術の開発や，応用技術としての海洋土木・海
洋調査における水中ドローンの活用を支える水中測位技術の
最新動向をご紹介頂きました．杉山氏からは，“Portable
Audio Players : From birth to death”と題して，1971
年に発売されたソニーの「ウォークマン」を原点とするポー
タブルオーディオプレーヤーについて，その誕生から現在の
音楽ストリーミングサービスに至るまでの歴史を国際標準
MPEG のオーディオ符号化の話も交えながら分かりやすく
説明頂きました．
また特別セッションとして，“Sports/eSports Psy-

chology based on Biological Signal Processing and
Data Processing”を題した企画を行い，Sports/eS-
ports に関する生体信号処理とデータ処理について最新の技
術動向を紹介頂きました．
一般セッションには計 26 件の論文発表がありました．

本ワークショップの特徴の一つとして，一般セッションを
Short oral presentation 付きのポスター発表とすること
で，学生と教員の垣根を越えた活発な議論の促進を目指す点
が挙げられますが，今回は当初からハイブリッド開催を予定
していましたので通常の口頭発表形式を採ることとしまし
た．また SISA では一般セッションにおける学生発表者に
対して，Student Paper Award の選定を行っています．
最初に Student Paper Awards の候補となる論文（6件）
を査読時の論文審査により選出いたしました．選出された
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6 件の論文は，Selected Papers として IEICE Proceed-
ings Series においてオープンアクセスとして掲載され，会
員・非会員にかかわらず常時閲覧可能となっています．次に
査読時の論文審査に加え，発表時の内容や質疑応答などを考
慮してStudent Paper Awards の審査を行いました．厳正
な審査の結果，受賞者は以下のように決まりました．改めま
しておめでとうございます．

・ SISA Best Student Paper Award :
“Robust Trash Can Lid Opening System”
Kosei Isomoto（Kyushu Institute of Technol-
ogy, Japan）

・ SISA Excellent Student Paper Award :
“Improvement of Convergence Speed for Feed-
back Active Noise Control in Frequency Do-
main”
Ryota Noguchi（Saitama University, Japan）

・ SISA Excellent Student Paper Award :
“Evaluation of filtered-x LMS active noise
control using cartilage conduction”
Kosuke Yoshinaga（Tottori University, Japan）

またSISA2023の開催に連動して IEICE Transactions
on Fundamentals にて小特集を企画しています．詳しく
はスマートインフォメディアシステム研究専門委員会の
Web サイト https://www.ieice-sis.org/をご覧くださ
い．
本ワークショップは，スマートインフォメディアシステム

（SIS）研究専門委員会の基幹会議として今後も引き続き開
催される予定です．次回は来年，熊本にて行われる予定で
す．皆様のご参加を心よりお待ちしています．
最後に，貴重な研究成果を発表して頂きました著者の皆

様，積極的にご質疑頂きました参加者の皆様，査読や Stu-
dent Paper Awards 選定などにご協力頂きました論文委員
会の皆様，並びに SISA2023 の開催にご協力頂きました
全ての皆様に感謝申し上げます．

笹岡直人（正員：シニア正員）
2004 鳥取大・工学研究科博士前期課程修了．

2006 鳥取大・工学研究科博士後期課程修了（博
士（工学））．同年鳥取大学工学部電気電子工学科
助手．2021年 2月より鳥取大学工学部電気情報
系学科教授．主に適応信号処理，ディジタル無線
通信，IoT・センサ信号処理の研究に従事．スマー
トインフォメディアシステム研究専門委員会副委

員長，SISA2023論文委員長，IEEE，日本音響学会，信号処理学会各
会員．

仲地孝之（正員：シニア正員）
1997 慶應義塾大学大学院後期博士課程了（工

博）．同年日本電信電話(株)入社．2006～2007
年スタンフォード大学客員研究員．主に超高精細
映像符号化・伝送，セキュア信号処理，エッジ AI
機械学習の研究に従事．2021年 4月より，琉球
大学情報基盤統括センター・教授．信号処理研究
専門委員会委員長，スマートインフォメディアシ

ステム（SIS）研究専門委員会顧問，SISA2023実行委員長，IEEE 会
員．
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国際会議開催報告
2023 International Symposium on Nonlinear Theory and Its

Applications
（NOLTA2023，非線形理論とその応用シンポジウム）

Cittadella Campus of University of Catania, Catania, Italy
2023年 9月26日～29日

1．開催概要

International Symposium on Nonlinear Theory and
Its Applications（NOLTA）は，毎年開催される非線形理
論とその応用に関する学際的な国際シンポジウムであり，
2023 年度はイタリアのカターニアにて以下のように開催
されました．

日時：2023年 9月26～29日
場所：Cittadella Campus of University of Catania，カ

ターニア，イタリア
主催：電子情報通信学会NOLTAソサイエティ
共催：Italian Society for Chaos and Complexity
（SICC）
協賛：電子情報通信学会 非線形問題研究会

電子情報通信学会 複雑コミュニケーションサイエン
ス研究会

2．運 営 体 制

NOLTA2023 の Organizing Committee は，General
Co-Chairs の Arturo Buscarino 博 士（University of
Catania）と小西啓治博士（大阪公立大学）を中心に23名
で構成されました（表 1）．また，Technical Program
Committee は，Technical Program Chair の Henk Nij-
meijer 博士（Eindhoven Technical University）と浅井
哲也博士（北海道大学）を中心に12名で構成されました．

3．開 催 状 況

NOLTA2023 の参加者は招待講演者を含んで 289 名
（対面 238 名，オンライン 51 名）でした．地域別の参加
者内訳（表2）が示すように，日本を含む多くの地域からご
参加頂きました（図1）．本会議では，227件の論文を採択
し，17件のスペシャルセッションに 173 件，レギュラー
セッションに 54 件の論文を割り当て，全日 4会場で並列
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表 1 NOLTA2023 Organizing Committee の構成

General Co-Chairs Arturo Buscarino（Univ. of Catania）
Keiji Konishi（Osaka Metropolitan Univ.）

Honorary Co-Chairs Luigi Fortuna（Univ. of Catania）
Toshimichi Saito（Hosei Univ.）

Technical Program Co-Chairs Henk Nijmeijer（Eindhoven Technical Univ.）
Tetsuya Asai（Hokkaido Univ.）

Technical Program Secretary Yoshiki Sugitani（Osaka Metropolitan Univ.）
Special Session Co-Chairs Chiara Mocenni（Univ. of Siena）

Masaharu Adachi（Tokyo Denki Univ.）
Atsushi Uchida（Saitama Univ.）

Special Session Secretary Kazutaka Kanno（Saitama Univ.）
Finance Co-Chairs Paolo Arena（Univ. of Catania）

Eri Ioka（Shibaura Inst. of Tech.）
Finance Secretary Shota Uchino（NIT, Anan College）
Publication Co-Chairs Mattia Frasca（Univ. of Catania）

Yuu Miino（Naruto Univ. of Education）
Publication Secretary Koki Yoshida（NIT, Toyama College）
Publicity Co-Chairs Guido Maione（Polytechnic Univ. of Bari）

Hideyuki Kato（Oita Univ.）
Publicity Secretary Yoshitaka Itoh（Hokkaido Univ. of Science）
General Co-Secretaries Lucia Valentina Gambuzza（Univ. of Catania）

Hiroyuki Asahara（Okayama Univ. of Science）
Misa Fujita（Chukyo Univ.）



に会議を開催しました．
NOLTA2023の開催スケジュールは次のとおりです．9

月 26 日の午前 8時 40 分より Opening Ceremony が催
され，続いて Stefano Boccaletti 博士による “Synchro-
nization and Cluster Synchronization of Networked
Dynamical Systems” の招待講演が行われました．27日
は午前 9 時より潮俊光博士による “Formal Synthesis of
Safe Controller Using Symbolic Barrier Function” の招
待講演が行われました．29 日は午後より Abdelali El
Aroudi 博士による “Modeling, Prediction and Elimina-
tion of Undesired Nonlinear Phenomena in Switching
Power Converters” の受賞記念講演が行われ，続いて
Closing Ceremony が 催 さ れ ま し た．ま た，Social

Events として，Banquet と Farewell Party を実施しま
した（図2）．

4．NOLTAStudent PaperAward

NOLTA では，将来を担う若い学生の研究を奨励するた
め，2008年からNOLTA Student Paper Award を贈呈
しています．NOLTA2023 においても厳正な審査の結果，
表3に示す10名の学生に対してNOLTA Student Paper
Award が授与されました（図 3). Best Student Paper
Award の受賞者 3名には副賞として来年ベトナムで開催さ
れる予定の NOLTA2024 の参加費が無料となる権利が贈
られました．受賞された皆さん，おめでとうございます．今
後のますますのご活躍を心より期待いたします．

5．お わ り に

今回の NOLTA はカターニアにて開催されました．開催
地の魅力があり，大変多くの方にご参加頂きました．世界中
から多くの参加者を得て，NOLTA2023 は全ての Tech-
nical Programと Social Events を盛大のうちに終了する
ことができました．
次回のNOLTAは 2024年 12月にベトナムで開催され

る予定です．奮ってご参加ください．
最後になりましたが，原稿のチェックにご協力頂きました

小西啓治先生，麻原寛之先生，Organizing Committee の
先生方に御礼申し上げます．
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表 2 NOLTA2023 の参加者の地域別一覧

Japan 231
China 13
Italy 10
Spain 8
UK 8
France 5
Switzerland 3
Belgium 2
Iraq 2
Taiwan 2
Cameroon 1
Canada 1
Turkey 1
USA 1
Vietnam 1

図 1 NOLTA2023 の参加者集合写真
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図 2 Banquet の様子

表 3 NOLTA2023 Student Paper Award の受賞者
Best Student Paper Award
Taketo Omi（Kobe Univ.）
“Sequential Monte Carlo Framework for Simultaneously Estimating and Controlling Nonlinear Neuronal Dynamics”

Yoshitaka Ishikawa（Future Univ. Hakodate）
“Evaluation of Reservoir-Based Predictive Coding in Cultured Neurons with Spiking Neural Network Model”

Masaki Sugiyama（Tokyo Univ. of Science）
“Ultrafast Channel Allocation in Downlink NOMA Using a Parallel Array of Laser Chaos Decision-Makers”

Student Paper Award
Kota Sueyoshi（Osaka Univ.）
“Concept Composition by Energy-Based Model Using Order Embedding”

Mirko Goldmann（IFISC（UIB-CSIC））
“Inferring Unseen Complex Dynamics of a Semiconductor Laser Subject to Feedback with a Digital Twin”

Jiaying Lin（Chiba Univ.）
“Simple Applications of WiBIC with Asynchronous Pulse Code Multiple Access”

Hirozo Nakano（Kobe Univ.）
“Data-Driven Estimation of Spatial Electrical Property of Multi-Compartment Neuron Models by Replica Exchange

Monte Carlo Method”
Minoru Fujisawa（Tokyo Univ. of Science）
“Design and Implementation of MAB Based Power Consumption Optimization Method on Bluetooth Low Energy”

Qiang Cai（Guangdong Univ. of Tech.）
“All-Optical Random Bit Generators Based on Optical Chaos”

Takatoshi Inaba（Nippon Inst. of Tech.）
“An Effective Routing Method Using Chaotic Neurodynamics for Transportation Networks”



藤田実沙（正員）
2015日本工大・工・電気電子卒，2017同大

学院博士前期課程了，2020 東京理科大大学院博
士課程了．同年，中京大・工・電気電子・助教，
現在に至る．博士（工学）．組合せ最適化，複雑
ネットワークなどの研究に従事．2018 年度本会
学術奨励賞受賞．
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図 3 Student Paper Award の様子



東広島市と東広島キャンパス

岡村寛之（広島大学）
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広島大学は，令和 6年（2024 年）に創立 75周年と前史 75年を合わせて 150 周年を迎えます．この重要な節目におい
て，電子情報通信学会総合大会を広島大学東広島キャンパスで開催できることは大変光栄に存じます．大会では「コミュニケー
ションが育む絆」をスローガンとして，現地開催の良さを再確認する大会にするべく準備を進めております．その一つとして，
会場となる東広島市と東広島キャンパスについてご紹介させて頂きます．
東広島市は，広島県の東部に位置し，豊かな自然と歴史的な背景をもつ地域です．特に，西条地区は日本酒の名産地として知

られ，多くの酒蔵が点在しています．西条は，日本酒製造のための理想的な条件を備えており，伝統を守りつつ革新を続ける多
くの酒蔵があります．西条の酒蔵巡りは，日本酒愛好家にとってはもちろん，文化や歴史に興味のある旅行者にもおすすめで
す．多くの酒蔵では見学ツアーや試飲が可能で，酒造りのプロセスや職人の技を間近で体験できます．また，各蔵独自の歴史や
家族の物語を聞くことができ，日本酒に込められた情熱を感じることができます．秋の酒蔵開放イベントは，多くの人々が訪れ
る大きな祭りです．新酒の解禁とともに，地元の食材を使ったグルメや伝統芸能の披露など，地域全体が一体となって盛り上が
ります．
広島大学東広島キャンパスは，昭和48年（1973年）に広島県賀茂郡西条町への統合移転が正式に決定されました．当時，

この地域はぶどう畑が広がる自然豊かな環境でした．昭和57年（1982年）には，ほかの学部に先駆けて工学部が東広島市へ
の移転を完了し，キャンパスの基盤が形成されました．平成 7年（1995 年）11月 1日には，広島大学統合移転完了記念式
典が行われ，これにより東広島キャンパスは広島大学の主要なキャンパスとしての地位を確立しました．平成 30 年（2018
年）には情報科学部，平成 31年（2019 年）には生物・生命系の 4研究科を再編し統合生命科学研究科，大学院医歯薬保健
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ぶどう畑が広がる移転予定地（現東広島キャンパス，昭和 50年頃，出典：広島大学創立 75＋75周年記念事業ホームページ https://150th.
hiroshima-u.ac.jp/）

統合移転記念講演会（シュミット西独元首相，平成 7 年 11 月 1 日，出典：広島大学創立 75＋75 周年記念事業ホームページ https://
150th.hiroshima-u.ac.jp/）



学研究科を再編し医系科学研究科，令和2年（2020年）には人文社会科学系・学際系の6研究科を再編して人間社会科学研
究科，理学・工学系の5研究科を再編して先進理工系科学研究科を設置するなど時代とともに変遷してきました．
東広島キャンパスは，約250 ha の広大な敷地に恵まれ，国立大学で3番めの敷地面積を誇るエコキャンパスです．62種の

絶滅危惧動植物の生息が確認され，約 127種 5,545 本の樹木が植栽されています．これらは季節ごとの自然の変化を感じる
ことができる貴重な教育資源です．東広島キャンパスは，先進的な研究拠点としても重要な役割を果たしています．特に，令和
4年（2022年）に採択された「世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）」における「持続可能性に寄与するキラルノッ
ト超物質拠点」の設置は，大学の研究能力の高さを国際的に示すものです．また，地域社会との連携を深める「Town&Gown」
構想を推進しています．この構想は，大学と地域社会が協力し合い，ともに成長することを目指しています．東広島キャンパス
は，この構想の中心となり，地域創生に向けた多様なプロジェクトやイベントの舞台となっています．
東広島市，特に西条地区は，日本酒文化の深い歴史と現代の革新が融合する魅力的な場所です．酒蔵巡りを通じて，日本の伝

統と地域の暮らしを体験することができます．また，東広島キャンパスは，豊かな自然環境と先端研究の融合が魅力の場所で
す．東広島市並びに広島大学東広島キャンパスにぜひ足をお運びください．

岡村寛之（正員）
平 7 広島大・工・第二類（電気系）卒業．平 9

同大学院・工学研究科・博士課程前期修了．同年
(株)CSK 入社．平 10 広島大・工・助手．平 13
同大学院・工学研究科助手．平成 13 同助教授・
准教授，令 2 同教授，現在に至る．博士（工学）．
ソフトウェア工学，信頼性・保全性システムの研
究に従事．電子情報通信学会，情報処理学会，日

本OR学会，日本信頼性学会，IEEE，ACM各会員．
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受賞者の声 電子情報通信学会に関連する賞を
受賞された方を御紹介します．

令和4年度Fundamentals Reviewベストオーサー賞

令和4年度 Fundamentals Reviewベストオーサー賞を受賞されました芳賀高洋様にお伺いしました．
㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀㌀

「オンライン教育と著作権─改正著作権法第 35 条の施行と課題─」（14 巻 3 号，pp. 205-
216，2021年 1月）

芳賀 高洋（岐阜聖徳学園大学）

Q．Fundamentals Review ベストオーサー賞を受賞された御感想を
お聞かせください．
このたびは栄誉ある賞を頂きまして大変恐縮しております．正直な感

想は「とても驚いて」います．実は，基礎・境界ソサイエティ大会担当
T先生から受賞の第一報を頂いたとき，生成系 AI を使った海外からの
詐欺メールだと思いました．しかし，翌日，改めてメールヘッダの IP
アドレスを nslookup や traceroute で確かめたところ T先生に間違
いなさそうでした．そこで「2022 年度ベストオーサー賞は，他のど
なたかの勘違いかなと思います（＾＾；ご確認のほど，よろしくお願い
いたします」（原文ママ）と返信したところ，その5分後に T先生から
「大変失礼なことをしてしまって申し訳ございません．私の勘違いかも
しれませんのでこちらで確認させて頂きます」（原文ママ）とのお返事
を頂いたので，これで一件落着しました．ところが，その数時間後に信
学会のオフィシャルなメールアドレスから受賞のお知らせがあったので
す．ですが，私の解説論文（オンライン教育と著作権）は 2 年半前の
2021 年 1 月号掲載ですし，過去の受賞論文は人文系はほとんどな
く，特に「教育」領域は皆無ですし，私は 10年前まで中学校のダメ教師でしたので研究者として半人前ですし，やっぱり T先
生が一度通知したので引っ込みがつかなくて「空白の数時間」で何かあったに違いないと，授賞式を終え，本学学長にも報告を終
えたいまだに半信半疑というわけです．

Q．受賞概説について，簡単にご説明ください．
「オンライン教育と著作権」
2020 年の COVID-19 のパンデミックによって突如として大きな注目を集めた大学などでの「オンライン教育」について，

大きく四つの形態（リアルタイム・スタジオ型，オンデマンド型，対面授業とリアルタイム・スタジオ型のハイブリッド型，合同
遠隔授業（サテライトキャンパス））での著作物の利用を整理し，著作権者の許諾が不要な場合，必要な場合，授業目的公衆送信
補償金の支払いが必要な場合，不要な場合などについて，著作権者と利用者が議論し，共通認識を図る「著作物の教育利用に関す
る関係者フォーラム」が公表した著作権法第 35条「運用方針」にそって解説をしています．しかし，この改正第 35条の運用
は様々な課題が残されており，それらの課題を克服するにはどうすればよいかについて論じました．

Q．現在，御興味をもたれている研究テーマを教えてください．
三つあります．
一つは，学術研究情報の「リッチコンテンツ化」に興味をもっています．
例えば，電子情報通信学会で研究発表する場合，信学技報の文書（論文）は残りますが，発表自体の詳細な記録は残りません
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受賞者の声

し，見逃したら後から見ることもできません．そこで信学技報とセットで学会発表時の質疑応答も含めた映像音声を残し（アーカ
イブし），学会員はそれを見ることができる，というようなことです．学会発表以外にも，文系研究では論文では伝わらないニュ
アンスなども記録する「オーラルヒストリー研究」というジャンルがありますが，理工系の学術研究でも論文などのテキストだけ
では伝えきれない情報や知識を映像音声で記録し，見逃した人や後生の人々が参照できるような学術アーカイブを構築すると役に
立つのではないかと考えています．
二つめは，今回の受賞論文と関係しますが，情報倫理学の古典的テーマであるより善き教育著作権制度と著作権教育や未成年者

の個人情報／プライバシー情報の取り扱い制度について，生成系AI など最先端のテクノロジーを見据えた研究を進めたいと思っ
ています．既に学校教職員に対しては，初等中等教育向けは教育委員会を通じて，高等教育向けは FD，SD研修会で著作権研修
や個人情報の取り扱いに関する研修を進めています．
三つめは，これはだいぶ進んできましたが「ディジタル・シティズンシップ（教育）」研究と普及啓発です．ディジタル時代の

善き市民として私たちはディジタル技術にどう向き合い，どのようなアイデンティティをもって自律して生きていくのか，そし
て，善き社会，善き生活を構築し，ウェルビーイングを達成するには何が必要かをひとり一人が考えていくというものです．

Q．今後の抱負をお聞かせください．
教育の世界はテクノロジーの発展についていけていない現状があります．5年後，10年後のテクノロジーを見据えた研究をし

たいと常に思っています．

Q．若い研究者の方へのメッセージをどうぞ！
今回の受賞論文のテーマである「オンライン教育と著作権」について，私が電子情報通信学会社会と技術・倫理（SITE）研究

会で初めて研究発表したのは2013年のことです．現SITE 研究会委員長の大谷卓史先生（情報倫理学，技術史学）との共著で
の発表でしたが，当時の日本の学校教育界はまだオンライン教育を語る土壌がなく，ましてや初中等教育ではほぼSF扱いで，相
手にしてくれる人はいませんでした．共著者の大谷先生には「この研究は 5年後には役に立つかもしれないので，がまんしてお
つきあいください」と言って共同研究をして頂いていました．
実は，私が中学校でインターネットの教育利用の実践研究を始めたのは1993年（大学卒業したての23歳）のことなのです

が，そのときも同じで，学校教育界では誰も相手にしてくれる人がおらず「孤独」でした．当時，ある教育研究会で発表したとこ
ろ中学校や高校の先生方から文字どおり「袋叩き」にされたこともあります．しかし，いずれ学校教育でもインターネットの利用
が当たり前になる時代が来ると信じて教育実践研究をしてきました．そして，情報発信したり研究会で発表したりするうちに徐々
に仲間が増えてきました．
若い研究者の皆さんには，多少無茶に思える研究テーマであっても，最初は孤独な戦いを強いられたとしても，学会に積極的に

参加するなどして仲間をちょっとずつ増やして，自分を信じて研究を続けていってほしいと思います．
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開催案内

ASP-DAC2024 : The 29th Asia and South Pacific Design Automation Conference

開催情報
日程：2024年 1月 22日-25日
場所：Incheon Songdo Convensia韓国
形態：対面
ウェブページ：https://www.aspdac.com/

1．概要
ASP-DACは，世界で最も活発にシリコンチップの設計・製造が行われている地域の
一つであるアジア・南太平洋地域で毎年開催される VLSI設計自動化に関する国際会
議です．電子設計自動化（EDA）に関連する技術の最新の成果を発表する機会と，将
来の方向性を議論する場を提供することを目的としています．また，EDAの研究者／
開発者とシステム／回路／デバイス設計者の間で，有益な意見交換を促進することも
目的としています．29回目を迎える ASP-DAC2024は，韓国 Incheon Songdo Conven-

siaを会場として開催されます．例年通り充実したプログラムが構成されておりますの
で，ぜひ参加をご検討ください．
一般論文には 483 件の投稿があり，140 件の論文が採択され（採択率 29%），36 の
セッションが組まれています．VLSI設計技術，エッジコンピューティング，AIハー
ドウェア，ハードウェアセキュリティ，新原理コンピューティング，インメモリコン
ピューティングなども活発に議論される予定です．その他，基調講演，チュートリア
ル，特別セッション，大学デザインコンテスト，デザイナーズ・フォーラム，学生研
究フォーラムなど，多くのイベントが予定されています．また，AI-EDAと TILOS

プロジェクトの共同ワークショップが 2セッション形式で 1月 25日に開催されます．
イベントの詳細は下記をご覧ください．最先端の技術動向や研究成果を知る良い機会
ですので参加をお勧めいたします．

2．基調講演
1月 23日から 25日に，ビジョナリーな 3件の基調講演が予定されています．集積シ
ステムの将来を考える良い機会となります．
● “Advanced Technology and Design Enablement, ” Sei Seung Yoon（Samsung

Electronics, Korea）
● “Present and Future Challenges of High-Bandwidth Memory, ” Myeong-Jae Park

（SK hynix, Korea）
● “Unleashing the Future of IC Design with AI Innovation, ” Erick Chao（Cadence

Design Systems, Taiwan）
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3．チュートリアル
1月 22日に，エキスパートによる各半日のチュートリアルが 7件予定されています．
新しい分野の知識獲得に有効です．
● Tutorial to NeuroSim : A Versatile Benchmark Framework for AI Hardware

● CircuitOps and OpenROAD: Unleashing ML EDA for Research and Education

● Morpher : A Compiler and Simulator Framework for CGRA

● Toward Robust Neural Network Computation on Emerging Crossbar-based
Hardware and Digital Systems

● Leading the industry, Samsung CXL Technology

● Sparse Acceleration for Artificial Intelligence : Progress and Trends

● Machine Learning for Computational Lithography

4．スペシャルセッション
ホットトピックに関して，最先端の研究成果をまとめて知る良い機会です．1月 23日
から 25日の期間に，以下の 5セッションが企画されています．
● Open-Source EDA Algorithms and Software

● Cutting-Edge Techniques for EDA in Analog/Mixed-Signal ICs
● Hardware Security-A True Multidisciplinary Research Area

● LLM Acceleration and Specialization for Circuit Design and Edge Applications

● Enabling Chiplet-based Custom Designs

5．大学デザインコンテスト
大学での最先端 LSI/システムの設計事例を完成度の高さで競い合います．実 LSI/シ
ステムによる実証を含んだ論文が 11件，1月 23日のデザインコンテストセッション
にて発表されます．

6．デザイナーズ・フォーラム
設計に関する経験と現実の製品設計に関するソリューションを，半導体設計者と EDA

の学術／開発者の間で共有するためのユニークなプログラムです．今回は以下の 3つ
のトピックに関するフォーラムが 1月 23日から 24日に予定されています．
● Next-Generation AI Semiconductor Design

● Heterogeneous Integration and Chiplet Design

● AI（Artificial Intelligence）/ML（Machine Learning）for Chip Design and EDA-
Current Status and Future Perspectives from Diverse Views

7．参加申し込み
上記のWebサイトよりお申し込みください．

8．運営体制
General Chair
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● Taewhan Kim（Seoul National University, Korea）
Technical Program Chair

● Iris Hui-Ru Jiang（National Taiwan University, Taiwan）
Technical Program Vice Co-Chairs
● Yu Wang（Tsinghua University, China）
● Dongsuk Jeon（Seoul National University, Korea）
Tutorial Co-Chairs
● Youngsoo Shin（KAIST, Korea）
● Heechun Park（Kookmin University, Korea）
Design Contest Co-Chairs
● Hyun Kim（Seoul National University of Science and Technology, Korea）
● Ki-Seok Chung（Hanyang University, Korea）
Designers’ Forum Chair

● Kyu-Myung Choi（Seoul National University, Korea）

主催
ACM/SIGDA, IEEE CASS, IEEE CEDA, Incheon Tourism Organization, Incheon
Metropolitan City, Korea Tourism Organization, IEICE ESS

9．問い合わせ
ASP-DAC 2024事務局（aspdac2024@gmail.com）
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論文募集
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基礎・境界ソサイエティ運営委員会
会長 梶川 嘉延 （関西大学）
次期会長 和田山 正 （名古屋工業大学）
ソサイエティ編集長 鎌部 浩 （岐阜大学）
副会長（事業担当） 野村 亮 （早稲田大学）
副会長（システムと信号処理） 池田 誠 （東京大学）
副会長（音響・超音波） 渡部 泰明 （東京都立大学）
副会長（情報理論とその応用） 小嶋 徹也 （東京工業高等専門学校）
庶務幹事 西浦 敬信 （立命館大学）
庶務幹事 葛岡 成晃 （和歌山大学）
会計幹事 古賀 崇了 （近畿大学）
会計幹事 小林健太郎 （名城大学）
事業担当幹事 新田 高庸 （会津大学）
事業担当幹事 三村 和史 （広島市立大学）
大会担当幹事 高野 知佐 （広島市立大学）
大会担当幹事 大東 俊博 （東海大学）
電子広報担当幹事 荒井伸太郎 （岡山理科大学）
電子広報担当幹事 西川 広記 （大阪大学）
論文誌編集委員長 岩本 貢 （電気通信大学）
論文誌編集幹事 渡邉 洋平 （電気通信大学）
論文誌副編集委員長 岡田 実 （奈良先端科学技術大学院大学）
論文誌副編集幹事 林 和則 （京都大学）
ソサイエティ誌編集委員長 髙島 康裕 （北九州市立大学）
ソサイエティ誌担当幹事 小林 孝一 （北海道大学）
ソサイエティ誌担当幹事 松田 哲直 （埼玉大学）
特別委員（国外活性化担当） 尾知 博 （九州工業大学）
特別委員（国際会議コンテンツ担当） 小平 行秀 （会津大学）
編集特別幹事（オブザーバ） 山脇 大造 （日立製作所）
出版委員会委員（オブザーバ） 吉川 英機 （東北学院大学）
研究会連絡会幹事（オブザーバ） 髙島 康裕 （北九州市立大学）
ハンドブック／知識ベース委員（オブザーバ） 太田 隆博 （専修大学）
男女共同参画委員（オブザーバ） 野崎 隆之 （山口大学）
プラチナクラブ運営委員（オブザーバ） 金子 美博 （岐阜大学）
CPD制度化委員（オブザーバ） 藤吉 正明 （東京都立大学）
事務局 水橋 慶，永井 宏 （電子情報通信学会）

基礎・境界ソサイエティサブソ・研専会議
副会長（事業担当） 野村 亮 （早稲田大学）
副会長（システムと信号処理） 池田 誠 （東京大学）
副会長（音響・超音波） 渡部 泰明 （東京都立大学）
副会長（情報理論とその応用） 小嶋 徹也 （東京工業高等専門学校）
事業担当幹事 新田 高庸 （会津大学）
事業担当幹事 三村 和史 （広島市立大学）
回路とシステム（CAS） 相原 康敏 （オムニビジョン）
情報理論（IT） 小嶋 徹也 （東京工業高等専門学校）
信頼性（R） 門田 靖 （リコー）
超音波（US） 渡部 泰明 （東京都立大学）
応用音響（EA） 小野 順貴 （東京都立大学）
VLSI設計技術（VLD） 中武 繁寿 （北九州市立大学）
情報セキュリティ（ISEC） 花岡悟一郎 （産業技術総合研究所）
信号処理（SIP） 仲地 孝之 （琉球大学）
ワイドバンドシステム（WBS） 庄納 崇 （インテル）
システム数理と応用（MSS） 山口 真悟 （山口大学）
思考と言語（TL） 森下 美和 （神戸学院大学）
技術と社会・倫理（SITE） 大谷 卓史 （吉備国際大学）
ITS（高度交通システム）（ITS） 高取 祐介 （神奈川工科大学）
スマートインフォメディアシステム（SIS） 木村 誠聡 （神奈川工科大学）
イメージメディアクオリティ（IMQ） 工藤 博章 （名古屋大学）
高信頼制御通信（RCC） 東 俊一 （名古屋大学）
バイオメトリクス（BioX） 高野 博史 （富山県立大学）
安全・安心な生活と ICT（ICTSSL） 内田 理 （東海大学）
ハードウェアセキュリティ（HWS） 鈴木 大輔 （三菱電機）
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会長（オブザーバ） 梶川 嘉延 （関西大学）
次期会長（オブザーバ） 和田山 正 （名古屋工業大学）
庶務幹事（オブザーバ） 西浦 敬信 （立命館大学）
庶務幹事（オブザーバ） 葛岡 成晃 （和歌山大学）
研究会連絡会幹事（オブザーバ） 髙島 康裕 （北九州市立大学）
事務局 水橋 慶，永井 宏 （電子情報通信学会）

NOLTAソサイエティ運営委員会
ソサイエティ会長 長谷川幹雄 （東京理科大学）
ソサイエティ次期会長 夏目季代久 （九州工業大学）
庶務幹事 中野 秀洋 （東京都市大学）
庶務幹事 立野 勝巳 （九州工業大学）
会計幹事 木村 貴幸 （日本工業大学）
電子広報担当幹事 松浦 隆文 （日本工業大学）
大会担当幹事 高野 知佐 （広島市立大学）
運営委員 堀尾 喜彦 （東北大学）
運営委員 小西 啓治 （大阪府立大学）
運営委員 上田 哲史 （徳島大学）
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編集後記

2024 年最初の FR 誌を発行いたしました．電子情報通信学会は，年度初めが 6 月であるため，1 月は，学会としてはあまり「始ま
り」感はありませんが，それでも年始であることには変わりありません．この数年，1年での変化が非常に大きく，新しかったものが
すぐに新しくないものになってしまいます．ただ，そんな状況だからこそ，FR誌のような上質な情報をきちんと提示することが大事
なのだと思っています．今後も皆様の知識の土台として，FR誌をよろしくお願いいたします．（髙島康裕）

執筆者の皆様，編集委員会，事務局，出版社の皆様のご協力により，今号も無事に発行することができました．深く感謝申し上げま
す．この編集後記は 11 月 14 日に書いています．私が住んでいる札幌市内ではまともな積雪になりました．長い冬が始まったと感じて
います．FR誌は年 4 回の刊行のせいか，編集後記を書くときに何となく春夏秋冬を感じます．今後ともよろしくお願いいたします．
（小林孝一）

今号では ESS ニュースや国際会議報告などの，やわらかい記事を担当しました．国際会議報告にもありますように，対面とオンラ
インのハイブリッド開催が一般的になりつつあるようです．選択肢が増えることで参加しやすくなる一方，主催者側はいろいろと準備
が大変なのではないかと，ついついその苦労を想像してしまいます．いずれにしましても，開催方法が世界的に変わってきている様子
が見て取れます．ぜひとも記事をご覧頂ければと存じます．（松田哲直）

今号の「受賞者の声」の編集を担当しました．受賞されました芳賀先生に改めてお祝い申し上げますとともに，ご担当頂いた事務
局・出版社の皆様にお礼申し上げます．コロナ禍で急速に普及したオンライン会議・オンライン授業ですが，その成立の背景にはこれ
だけの検討が重ねられてきたのだと，受賞解説論文を拝読して頭の下がる思いでおります．（松井健太郎）

「研究会へ行こう！」の特別編集幹事を担当しました．ご執筆頂きました著者の皆様に，この場をお借りしてお礼申し上げます．各
研究会の紹介記事を読者の皆様より一足早く拝読し，日常的に用いるデバイスや身近な現象が様々なアプローチで研究されていること
を知りました．大変よい勉強の機会となりました．担当させて頂いた記事をお読み頂き，今まで参加したことがない研究会に足を運ぶ
きっかけとなりましたら幸いです．（神長伸幸）
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